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真のヒューマニティを育むテクノロジの研究開発を
推進するNTT人間情報研究所
　“真のヒューマニティを育むテクノロジの研究開発”をミッションに，“人間中心
を原則に，あらゆるヒトの機能を情報通信処理可能にする”ことをビジョンに掲げ
たNTT人間情報研究所の最新の取り組みについて紹介する．

6

NTT人間情報研究所では人間中心を原則に，

サイバー世界発展の急加速に伴う実世界（人 ･ 社会）とサイバー世界の

新たな共生に関する研究開発に取り組んでいる．

本特集ではNTT人間情報研究所の最新の研究について紹介する．

特集 1

真のヒューマニティを育む
テクノロジの研究開発について
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心と心，体と体，そして心と体をつなぐ
コミュニケーションの実現に向けて

Project Metaverse――リアルとサイバーの融合による
Well-beingな社会の実現

人のヒューマニティに寄り添う
「Project Humanity」の実現に向けて

　近年の研究成果の例として，①脳波に含まれる情動等を可視化する「脳内表象
の類似度に基づく感性分析技術」，②微弱な電気刺激で表情をコントロールする
「表情認知傾向変容技術」，③バイタル情報を使って自分のアバターを動かす「運
動能力転写技術」を紹介する．

　超高速 ･ 超低遅延 ･ 超低消費電力の次世代コミュニケーション基盤「IOWN
（Innovative Optical and Wireless Network）」により実現される，リアル
世界とサイバー世界が融合する「IOWN時代のメタバース」に関する研究開発
について紹介する．

　人間中心を原則に，それぞれが大切にしているヒューマニティを尊重し，負担
のない方法で問題解決することをめざす「Project Humanity」の実現に向け
た 5つの事例について紹介する．

9

12

17
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真のヒューマニティを育むテクノロジの研究開発を推進
するNTT人間情報研究所

日
ひ だ か

高　浩
こ う た

太

NTT人間情報研究所　所長

NTT人間情報研究所のミッション

NTT人間情報研究所は，“真のヒューマ
ニティを育むテクノロジの研究開発”をミッ
ションに，“人間中心を原則に，あらゆる
ヒトの機能を情報通信処理可能にする”こ
とをビジョンに掲げます．具体的には，人
間の特性のうち，知覚・感性・思考・行動・
身体・環境の 6 つを対象とし，これらをデー
タ化して情報通信処理可能な機能にするこ
とを要素技術としています．IOWN （In-
novative Optical and Wireless Net-
work）構想の実現に向けては，前記機能
を活用した総合研究として，デジタルツイ
ンコンピューティング（DTC：Digital 
Twin Computing）とリモートワールドを
推進しています．ここで，私たちを取り巻
く環境の変化に着目すると，生成AI（人工
知能）の登場，脳に関する機器の小型化・
高精度化，メタバースやWeb3に対する幻
滅期の到来，ポスト資本主義の変革等が挙
げられます．これらにかんがみ，当研究所
が取り組むべき課題を 4 つ抽出しています．
1 番目は汎用AIにて脳をブラックボック

スとして扱う研究の加速， 2 番目は汎用AI
にて脳をホワイトボックスとして扱う研究
の着手， 3 番目はメタバースの本質的かつ
普遍的価値の追求， 4 番目はヒューマニ
ティ直結研究の加速となります．そして，
これらの課題を踏まえ，「大規模言語モデル」
および「ニューロテック・サイバネティク
ス」を，要素技術の研究開発を加速させる
ための重点化要素技術と定め，「Project 
Metaverse」および「Project Humani-
ty」を総合研究具現化のための重点化ユー
スケースと定めました（図 1 ）．

重点化要素技術と重点化ユース
ケースについて

4 つの重点化要素技術と重点化ユース
ケースの方針について述べます． 1 番目の
大規模言語モデル（LLM：Large Lan-
guage Models）について，GPT- 3 の登
場とさまざまな分野での活用により汎用AI 
の提供が現実味を帯びてきました．そこで，
NTT人間情報研究所の数10年におよぶ言
語処理研究の蓄積を活かして，ヒトの脳の

仕組みを解析するNTT独自のLLMを研究
開発します．そして，いち早く汎用AIを
社会実装することで，新たなAI時代の最
先端を行くとともに，汎用AIを核とした
世界の革新にチャレンジします． 2 番目の
ニューロテック・サイバネティクスは，こ
れまで培ってきた身体の仕組みの知見に加
えてLLMを活用することで，暗黙知の獲
得や人と機械をつなぐ直感的なインタ
フェースを実現し，ヒト単独ではできなかっ
たことを可能にします． 3 番目のProject 
Metaverseは，LLMをベースにすることで，
距離や時間を超えた新しいtele-を実現し，
ありえないような出会い，今は存在しない
仕事や余暇の体験，あるいは，自分という
ヒトを知る空間を創出します． 4 番目の
Project Humanityは， 2 番目のニューロ
テック・サイバネティクスをベースにする
ことで，ダイバーシティ＆インクルージョ
ンを推進し，家族，友人，会社の同僚等の
周囲の人たち，あるいは，病気や障がいを
持った方やサポートする方々に対して，本
人の意向を尊重したうえで，ヒトの機能を
獲得できる世界を実現します（図 2 ）．

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24970

DOI	 https://doi.org/10.60249/24025001

NTT人間情報研究所では人間中心を原則に，サイバー世界発展の急加速に伴
う実世界（人・社会）とサイバー世界の新たな共生に関する研究開発に取り組ん
でいます．本特集ではNTT人間情報研究所の最新の取り組みについて紹介します．
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図 1　重点化要素技術と重点化ユースケース
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本特集では，重点化要素技術と重点化
ユースケースの最新の研究内容や直近の活
動について報告し，本稿ではNTT独自の
LLMについて紹介します．

NTT独自の大規模言語モデル
「tsuzumi」

GPT等の大規模言語モデルの登場によ
り，汎用AIの実現可能性が高まってきて
います．NTT人間情報研究所では，GPT 
の課題である，言語モデルサイズ，情報の
信頼性，モデルの成長性，言語以外のモー
ダルへの適用性，大規模学習に伴う消費電
力の問題を解決する独自の高効率なLLM
である「tsuzumi」を2023年11月に発表し
ました．「tsuzumi」の差異化ポイントは①
言語モデルの小型化（コスト削減），②日
本語処理性能の優位性，③カスタマイズ性
の向上，④マルチモーダル対応（身体性保
有）です．①について，「tsuzumi」はパラ
メータサイズが 6 億の超軽量版と，70億の
軽量版の 2 種類があります．超軽量版は
CPUで，軽量版は安価なGPU1台で高速な
推論動作が可能です．これは，GPUクラ

ウドの利用料金に換算すると，Open AI
社「GPT- 3 」の1750億円と比べて，学習
コストにおいて，超軽量版で約300分の 1 に，
軽量版で約25分の 1 となります．また，推
論コストにおいても，超軽量版で約70分の
1 に，軽量版で約20分の 1 となります（と
もにNTT試算）．②は，NTT研究所の長年

の言語処理研究の蓄積を活かすことで，小
さなパラメータサイズであっても高い性能
を実現しており，LLM向けのベンチマーク
である「Rakuda」ではGPT-3.5や国産トッ
プのLLM群を上回ることを確認していま
す（図 3 ）．③は，精度やコスト等の要件
の違いに柔軟にこたえるために，「プロン

tsuzumi

図 3　日本語処理性能の優位性

身体性再現 未来予測

脳の解析 聴覚・音声・
視覚の遠隔再現

④ダイバーシティ＆
　インクルージョン

図 2　ヒトの機能の獲得

Humanity
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プトエンジニアリング」「フルファインチュー
ニング」「アダプタチューニング」という
3 つのチューニング方法を提供しています

（図 4 ）．これにより，業界ごと，組織ごと，
個人等のカスタマイズを低コストで実現し
ます．④は，言語だけでなく，画像，映像，
センサデータ，音声のニュアンス，顔の表
情等のさまざまなモーダルの入出力に対応
していくことで，より広範な知識を獲得可
能にします（図 5 ）．そして，「tsuzumi」
を中心に，40年以上の歴史を持つ音声・画
像・映像処理を連動させ，同様にロボティ
クス研究で培ったセンサ・アクチュエータ
技術や認知心理学の知見を活かしながら，
ユースケースを創出していきます．

tsuzumiとIOWNの相互作用

IOWNの大容量・低遅延のネットワー
クは，LLMに必要な地理的に分散している
各種リソースを 1 つにつなぎ，省電力化に
も貢献する基盤となります．また，今後，
何でも知っている 1 つの巨大なLLMでは
なく，「tsuzumi」をはじめ，専門性や個性
を持ったさまざまな小さなLLMどうしが
連携し，社会課題を解決するようになりま
す．LLMが社会活動をすればするほど，大
量のLLMの連携基盤として，IOWNが重
要となっていきます．

皆様へのメッセージ

約 3 年におよぶコロナ禍は国民の生活を
一変させました．誰かと会えることは当た
り前ではないことに，私たちは改めて気付
かされました．不要不急の活動が制限され
る中で，幸せだと感じることが必要火急と
は限らないことも，今，私たちは知ってい
ます．NTT人間情報研究所は，“真のヒュー
マニティを育むテクノロジの研究開発”を
ミッションに，“人間中心を原則に，あら
ゆるヒトの機能を情報通信処理可能にする”
ことをビジョンに掲げています．私たちを
取り巻く環境は，めまぐるしく変化してい

ます．令和が始まったころ， 5 年後を想像
することは不可能でした．“遠い”を意味す
る“tele-”を英語社名に含む当社は，距離
を超えたコミュニケーションを生業として
きました．この数年の変化においても，
ICTを活用したリモートワールドの普及・
推進に寄与してきました．いまだ激動の中
にありますが，この数年で何が生み出され，
後世に残していくべき本質は何か，人間中
心の観点で検証するときです．大切な人と
会えないとき，時間と距離の壁を超えるコ
ミュニケーションは存在するのか，機械は
どれだけ人間を模倣してよいのか，また，
人間の能力を超えても許容される領域はあ
るのか，人が利便性や幸福を感じるために，
技術はどのように支援するべきなのか．私
たちは外部とのコラボレーションを通じて，
自らに問い続けます．検証を重ね，後世に，
例えば100年後にも残したいと心から願う
テクノロジに，私たちのリソースを集中さ

せます．NTT人間情報研究所のこれから
にご期待ください．

日高  浩太

NTT人間情報研究所は，人を中心とし，人の能力
を最大限に活かすICTの研究開発をとおして，新た
な価値を創造し豊かな社会の実現をめざしていき
ます．

◆問い合わせ先
NTTサービスイノベーション総合研究所
情報戦略 ・ 広報担当
E-mail　svkoho-ml ntt.com

図 4　 3つのチューニング方法

図 5　マルチモーダル対応
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心と心，体と体，そして心と体をつなぐコミュニケーショ
ンの実現に向けて
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NTT人間情報研究所

NTTにおけるニューロテック・ 
サイバネティクスの取り組み

NTT人間情報研究所（人間研）では，
長年コミュニケーションを円滑に，そして
リッチにする研究に取り組んできました．
例えば，頭でイメージしただけでコンピュー
タの操作ができるといった，生体信号を使っ
たインタフェースのコンセプトは昔から存
在しました．一方，近年では，脳波や筋電
などバイタル情報を取得するデバイスや，
筋肉に直接電気刺激を与え運動を発生させ
るデバイスの小型化，高精度化が進み，研
究成果を社会実装する土壌が整いつつあり
ます．私たち人間研は，こういったデバイ
スの進化を追い風として，ニューロテック・
サイバネティクスの研究を加速しています．
本稿では，近年の研究成果の例として，①

脳波に含まれる情動等を可視化しコミュニ
ケーション促進に活用する「脳内表象の類
似度に基づく感性分析技術」，②微弱な電
気刺激で表情をコントロールしコミュニケー
ションを円滑化する「表情認知傾向変容技
術」，③脳波や筋電といったバイタル情報
を使って自分や自分のアバターを思いどお
りに動かす「運動能力転写技術」の 3 つの
技術を紹介します．

脳内表象の類似度に基づく 
感性分析技術

私たちは言葉，行動様式や慣習などの枠
を超えて直接感性を伝え合えるコミュニ
ケーションの実現をめざし，脳波データか
ら感情や認知状態などの多様な脳情報（＝
脳内表象）を読み取って表現する「脳内表

象可知覚化技術」の研究に取り組んでいま
す．これまでも，脳波データを入力・変換
してメタバース空間のアバターが纏うオー
ラとして可視化するシステムを開発するな
ど，脳内表象を直接的・視覚的に理解させ
るインタフェースを提案してきました．こ
の一環として，私たちは脳波から個人の感
性や他人との感じ方の違いを明らかにする

「脳内表象の類似度に基づく感性分析技術」
を開発しました．

本技術では，脳波計を装着したユーザに
順番に画像を提示し，それぞれの画像を見
たときの脳波データから脳活動の類似度解
析を行います．その解析結果に基づいて，
類似度が高いものは近く，類似度が低いも
のは遠くなるように要素を直線状に並べた
感性マップを作成します（図 1 ）．この感
性マップにより，例えば，「近くに位置し

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24972

DOI	 https://doi.org/10.60249/24025002

NTT人間情報研究所（人間研）では，人と人，人と機械をつなぐ，より直感
的なインタフェースの実現や，障がいの有無にかかわらず誰もが使いやすいイン
タフェースの実現に向け，脳波を活用したニューロテック，筋電気刺激などを活
用したサイバネティクスの研究に注力しています．本稿では，最新の研究テーマ
を紹介します．
キーワード：#ニューロテック，#サイバネティクス，#ヒューマンインタフェース

図 1　脳内表象の類似度に基づく感性分析技術による感性マップの例
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たものどうしは似たような印象だった」「 1
つだけ遠くに位置したものは独特に感じら
れた」といったように，画像・コンテンツ
のスタイルや特徴に対するユーザの主観的
なとらえ方を視覚的に示すことができます．

感性マップ上では，十分に類似度が高い
要素は 1 つのグループとして描画され，ベ
ン図のようにグループの重なりや包含関係
が表現されます．また，包含される複数画
像のキャプションからそれぞれのグループ
を俯瞰的に言い表すようなラベルを生成・
付与することで，ユーザ自身がどのように
画像群をとらえているか，その切り口や観
点の言語化を容易にしています．加えて，
創造的な活動や能力（クリエイティビティ）
への応用例として，感性マップ上の複数の
画像を入力とし，それらの意味的な特徴を
組み合わせて新しい画像を生成する機能を
盛り込んでいます．生成AI（人工知能）の
発展により，プロでなくても高いクオリティ
の表現ができるようになりましたが，自身
の表現したいことを具体的に想起して指示
文（プロンプト）に書き起こすことは，一
般的なユーザにとっては困難です．本技術
では，脳波解析と可視化による感性の理解
と画像の再生成を通じて，自身の感性を生
成AIにダイレクトに反映することが可能
となり，より良いアウトプットの創出が期
待できます． 

本研究では，絵画やラベルデザインなど
いくつかのカテゴリの画像を対象として複
数の評価実験を行いました．特に風景画の
生成においては，通常の指示文による入力
に比べて，脳波解析を利用する本技術が優
れていることが確認されました．ユーザが

「自分が表現したいことを表現できた感じ
がする」と述べるなど，表現精度や生成主
体感，生成結果への好みといった点で有意
に高い評価を示しました．これは，写実主
義や印象派といった時代区分で説明される
風景画の画風・印象が比較的言語化しにく
いことが背景にあると推察されます．また，
脳活動の類似度解析結果と主観評価（画像
から受ける印象の形容詞）のデータを比較

したところ，相関が出る項目について個人
間に大きなばらつきがあることが分かりま
した．一方で，「明るい」「かたい」といっ
た知覚的な表現や，「美しい」といった主
観的な評価など，個人間で共通して相関が
みられる項目もありました．

以上の結果から，脳内表象から審美的な
価値観に加えて個人固有の印象を汲み取る
ことができる可能性が示唆されました．こ
うした脳波解析を利用した生成手法を洗練
させることで，これまで生成AIを使えなかっ
た人でも思いどおりの表現ができるように
なると考えます．

本稿で紹介した「脳内表象の類似度に基
づく感性分析技術」を含む脳情報を利用し
たインタフェースは，人々のクリエイティ
ビティと表現意欲を向上させ，より豊かな
コミュニケーションを促進する情報基盤に
なると考えています．異なる特性を持つ
個々の人が感性を共有し，AIと相互に刺激・
成長しながら創造性を拡張する社会の実現
に向けて，今後も研究開発に取り組んでい
きます．

表情認知傾向変容技術

表情認知傾向変容技術は，人に対して負
担の少ない刺激を与えることで，表情認知
傾向を変容させ，円滑なコミュニケーショ
ンを支援する技術です．人が他者の表情か
ら感情を読み取る表情認知傾向には個人差
があるため，この個人差がコミュニケーショ
ン齟齬の要因となる場合があります．そこ

で，表情認知傾向を変容させ，望ましい認
知を促す方法を検討しています．

その方法として，表情フィードバック仮
説に着目しました．表情フィードバック仮
説とは，表情をつくるための表情筋の動き
が脳にフィードバックすることで，人の感
情に影響を与えるという仮説です（1）．表情
フィードバック仮説に関連する先行研究で
は，表情筋を動かすことで対応した感情が
誘発され，その結果，対応した感情の表情
認知を誘発することが示唆されています（2）．
例として，頬の表情筋である大頬骨筋を動
かすことで，幸福をはじめとするポジティ
ブな感情が誘発され，その結果，他者の表
情をポジティブな感情と認知しやすくなり
ます．この現象を応用し，表情筋に対して
微弱な刺激を与えることで，表情フィード
バックが発生し，表情認知傾向を変容させ
ることができるのではないかと考えました．

これまで私たちは，流れていることが感
じられない程度の電気刺激を表情筋に与え
た際の表情認知傾向の変容について調査す
る実験を行いました．実験では，参加者に
対してさまざまな強度の怒りや笑いの表情
を表示し，表情がポジティブかネガティブ
のどちらであるかを答える課題を行い，電
気刺激を与えた条件と電気刺激を与えない
条件の 2 条件で課題の結果を比較しました．
実験の結果，頬の表情筋を電気刺激した条
件では，電気刺激のない条件と比べ，表示
された表情をよりポジティブな表情認知傾
向に変容することが示唆される結果が得ら
れました（図 2 ）．今後は刺激の種類や刺

，

図 2　頬の表情筋に電気刺激を与えている様子と表情認知傾向の変容結果
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激する部位と表情認知変容との関係解明を
進めていき，より負担の少ない効果的な刺
激の解明に取り組んでいきます．

運動能力転写技術

私たちは長年，筋電センサ等で人の筋肉
の動きを測定・記録し，筋電気刺激により
測定した動きを自分や他者へ転写する，運
動能力転写技術の研究を進めてきました．
この技術により，例えば楽器演奏やスポー
ツなど，習熟が難しいとされる動きに関し
て，熟練者の動きをセンシングし，それを
初心者に転写することで，効率的に正しい
動きを身に付けることができることを実験
により確認しました．この技術は，加齢や
障がいによって思ったとおりに動くことが
できなくなった際に，過去の自分を含む健
常者の動きを転写することで，運動能力を
再獲得するといった応用が考えられます．
そして近年では，筋肉の動きから筋肉の動
きへの運動転写にとどまらず，脳波からの
運動制御や，メタバース空間内のアバター
の運動制御へと研究を広げています．

まず脳波からの運動制御では，「脳の指
令で筋肉が動き運動が行われる」という複
雑なメカニズムをモデル化した「Neuro-

Motor-Simulator」を開発し，脳波から精
度良く運動を再現する技術の創出をめざし
ています．この技術は，将来的には，脊椎
損傷などで四肢の運動に障がいを持った方
が運動能力を取り戻す「人工脊椎」に発展
する可能性を有しています．また，脳波や
筋電をセンシングし，人の運動を制御する
のではなく，メタバース空間内のアバター
を制御する研究にも取り組んでいます．こ
の研究では，全身の筋肉が少しずつ動かし
にくくなるALSを抱えたDJ・アーティス
トと連携し，わずかに動く筋肉から筋電を
センシングすることで，メタバース内のア
バターをコントロールし，ライブパフォー
マンスを行う試みを実施しました（図 3 ）．

今後の取り組み

人間研では，本稿で紹介した技術以外に
も，さまざまなニューロテック・サイバネ
ティクス研究を推進することで，心と心，
体と体，そして心と体が直接的につながり
合う，新たなコミュニケーション技術の創
出を加速します．これらの技術によって，
性別，年代，文化，志向等のさまざまな違
いを乗り越えて，誰とでも分かり合える世
界，そして年齢や障がいの有無にかかわら

ず，誰でも思い描いたとおりに体を動かし，
運動可能とする世界の実現をめざします．

■参考文献
（1） F. Strack, L. L. Martin, and S. Stepper：

“Inhibiting and facilitating conditions 
of the human smile: A nonobrtusive 
t e s t  o f  t h e  f a c i a l  f e e d b a c k 
hypothesis,” J. Pers. Soc. Psychol., 
Vol. 54, No. 5 ，pp. 768-777, May 1988.

（2） W. Sato, T. Fujimura, T. Kochiyama, 
and N. Suzuki：“Relationships among 
Facial Mimicry, Emotional Experience, 
and Emotion Recognition,” PLOS 
ONE，Vol. 8, No. 3, p. 57889, March 2013.

（左から）  宮下  広夢/ 萩山  直紀/
青野  裕司

人間研では，これからもICTを活用したインクルー
シブな社会の実現に向け，独創的な研究を推進し
ます．私たちの研究成果にご期待ください．

◆問い合わせ先
NTTサービスイノベーション総合研究所
情報戦略 ･ 広報担当
E-mail　svkoho-ml ntt.com

図 3　ALSを抱えたDJ・アーティストによるライブパフォーマンスの様子
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Project Metaverse―リアルとサイバーの融合に
よるWell-beingな社会の実現

阿
あ

部
べ

　直
な お と

人 /千
ち ぎ ら

明　　裕
ひろし

小
お ご う

合　健
け ん た

太 /望
もちづき

月　崇
たかよし

由

石
い し い

井　陽
よ う こ

子 /永
えいとく

徳　真
しんいちろう

一郎

Lidwina Andarini

鈴
す ず き

木　克
かつひろ

洋 /野
の も と

本　済
なりちか

央

深
ふかやま

山　　篤
あつし

NTT人間情報研究所

背　景

本稿のタイトルにもある「Metaverse（メ
タバース）」という言葉は，もともと1992
年に発表されたSF小説『スノウ・クラッ
シュ』に登場する，仮想空間を介した架空
のコミュニケーションサービスの名称でし
た．その後，技術の進展によってさまざま
な仮想空間サービスが登場するに伴い一般
名詞化して，人々が自身の分身である「ア
バター」を介して他者と交流する，インター
ネット上の仮想空間サービス全般を指す言
葉になりました．

古 くは1990年 に 開 設 さ れ た「 富 士 通
Habitat」（富士通）のように，2Dの仮想

空間上のアバターを介して交流するチャッ
ト サ ー ビ ス に 始 ま り，「Second Life」

（Linden Lab）のように，仮想空間内の通
貨により，土地やアイテムの売買等，現実
に近い経済活動までカバーしたサービス，
さ ら に 最 近 で は「Fortnite」（Epic 
Games）や「あつまれ どうぶつの森」（任
天堂）のような多人数参加型の仮想空間オ
ンラインゲームや，ビジネス向けの「Hori-
zon Workrooms」（Meta Platforms）や

「Mesh for Microsoft Teams」（Micro-
soft）に至るまで，「メタバース」的仮想
空間サービスは多岐にわたっています．

このように，「メタバース」の概念や「メ
タバース的」サービスは，以前から存在し

ていましたが，その統一的な定義はまだあ
りません．現在，大手テック企業のトップ
や有識者からいくつかの定義や見解が示さ
れていますが，「メタバース」の核となる
性質・備えるべき特徴として，米国の投資
家Matthew Ball氏が2020年に整理・発表
したものが， 1 つの指針となっています（1）

（表）．
これらの性質・特徴をすべて備えた，広

大なメタバースが登場するには，「数10年
にわたるインフラ整備と数10億ドルの投資
が必要」との指摘もありますが，一方で①
メタバースの中核技術である，VR（Virtual 
Reality）やAR（Augmented Reality）等，
XR（Cross Reality）関連技術の進化・低

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24976

DOI	 https://doi.org/10.60249/24025003

表　メタバースが備えるべき 7 つの特徴（M. Ball, 2020）

検討組織 役割
1 ．永続的であること ・ リセット，一時停止，終了することがない

2 ．同期的であること ・ 事前にスケジュールされた自己完結型のイベントは，実生活と同じように起こる
・ 誰にとっても一貫して，リアルタイムに存在する，生きた体験となる

3 ． 同時接続ユーザ数に制限がないこと ・ 誰でもメタバースの一部となり，特定のイベントや場所，活動に同時参加できる

4 ．経済があること ・  個人や企業は，創造 ・ 所有 ・ 投資 ・ 販売することができ，他者が認める価値を生む仕事と
して，報酬を得ることができる

5 ．広範であること ・ デジタルとフィジカルの世界，プライベートとパブリックのネットワーク
・ オープンとクローズドのプラットフォームの両方をまたいだ体験となる

6 ．相互運用性があること ・ 異なるプラットフォーム間においても，アバターやアイテムなどを自由に持ち運びできる

7 ． 幅広い企業 ・ 個人による貢献があること ・  コンテンツや体験は，個人，有志グループ，企業といった幅広い貢献者によって作成 ・ 運
営される

出典： 「メタバースの概要と動向～ビジネスシーンでの活用に向けて～」（株式会社日本総合研究所） 
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/pdf/13531.pdf

NTT人間情報研究所（人間研）では，超高速・超低遅延・超低消費電力の次
世代コミュニケーション基盤「IOWN（Innovative Optical and Wireless 
Network）」により実現される，リアル世界とサイバー世界が融合する「IOWN
時代のメタバース」に関する研究開発を推進しています．本稿では，その構成要
素である「空間」と「ヒト（アバター）」に分けて，人間研の最新の取り組みに
ついて紹介します．
キーワード：#メタバース，#Another Me，#XR
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廉化や，②近年のコロナ禍において，豊か
なコミュニケーションや多様な体験を実現
できる，現実により近づけた仮想空間に対
する期待の高まりもあり，メタバースの社
会実装が進んでいます．

Project Metaverse

NTT人間情報研究所（人間研）では，
すべての人がWell-beingな状態になれる
社会をめざして，“真のヒューマニティを
育むテクノロジの研究開発”をミッション
に，“人間中心を原則に，あらゆるヒトの
機能を情報通信処理可能にする”ことをビ
ジョンに掲げています．このビジョンの実
現に向けた取り組みの 1 つが「Project 
Metaverse」です．

前項でも触れたとおり，これまでのメタ
バースでは，その大半がリアル世界とは別
の体験を提供することを主な目的としてい
ました．そのためメタバース上での体験を，
リアル世界で直接的に活用することは困難
でした．また，さまざまなメタバースがサー
ビス提供されてきている一方で，身体的制
約から 1 人のユーザが利用できるメタバー
スは限られており，多様な体験を享受する
ことは困難な状況です．

そこで私たちは，①超リアルな仮想空間
およびサイバー・リアルの交錯空間と，②
本人性・自律性を有するアバターを実現す

ることで，複数のメタバース上で，リアル
世界と同等かつ多種多様な体験をユーザに
提供したいと考えています．こうすること
で，時空間や身体の制約はもちろん，サイ
バー・リアルの垣根も越えて，ユーザ体験
の活用・共有が促進されるとともに，他者
の価値観に触れる機会が増え，個々人はも
ちろん社会全体のWell-beingが実現でき
ると考えています．

本稿では，大きく 2 つの側面に分けて，
「Project Metaverse」の具体的な取り組
み・関連技術について紹介します．

・ サイバー世界とリアル世界をシームレ
スにつなぐ「空間表現・空間融合」

・�サイバー世界上で，多種多様な体験を
可能にする「Another Me」

空間表現・空間融合

■空間表現：五感で感じる仮想空間の構築
現実の建造物・史跡・景観を，リアルな

メタバースとして仮想空間に再現し体験可
能にする取り組みは，主に地方創生や地域
活性化を目的とした観光分野を中心に，研
究レベルから商用サービスまでさまざまな
方法が試みられています．しかし，楽しさ・
没頭状態を阻害する共通の課題として，リ
アル世界の体験とサイバー世界の体験では
臨場感に乖離があることが挙げられていま
す．特に広い範囲を移動しながら風景・自

然を楽しむような体験では，視覚的に精緻
かつ広範囲な空間再現に高いコストが必要
であることや，実際にその場を訪れた際の
体験・体感を，そもそも視覚情報だけで再
現することが難しいことなどから，高い臨
場感を提供することは困難でした．

そこで私たちは，瀬戸内海の中央にある
小さな離島「男木島」を対象に，五感で感
じる仮想空間の構築に取り組みました（2）．
具体的には，特に一般ユーザ向けのメタバー
スではほとんど利用されることのない①自
動運転などにも使われている，実際の空間
を広範囲かつ簡易に計測・把握することが
可 能 な LiDAR（Light Detection and 
Ranging）と呼ばれるセンサ技術から得ら
れる「点群データ」とこれを解析・統合す
る「3D点群メディア処理技術」，②さまざ
まなアングルから撮影した複数の写真から
リアルな3DCGを生成するフォトグラメト
リ技術を採用することで，できるだけコス
トを抑えつつ，視覚的に精緻かつ広範囲な
仮想空間を構築しました（図 1 ）．またこ
れと併せて，③視覚以外の聴覚や触覚を刺
激する「その場」に存在する感覚情報を，
立体音響技術や新たに開発した音声・振動
による歩行感提示手法（図 2 ）により忠実
に再現・統合することで，五感を介してあ
たかもその場にいるような感覚をユーザに
提供可能にしました．これにより仮想空間
上での体験がリアル世界のものと同等にな

図 1 　点群データによる空間再現の例（男木島）
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ることで，その体験をリアル世界にシーム
レスに活用できるようになると私たちは考
えています．
■空間融合： 2 つの世界にまたがる交錯空

間の構築
通常，メタバース上で活動するユーザの

分身である「アバター」は，仮想空間内に
閉じた存在であり，コミュニケーションの
範囲も仮想空間内に限定されています．そ
のため，リアル世界のユーザからはその様
子は確認できず，その結果「エコーチェン
バー」や「フィルターバブル」と呼ばれる
現象を引き起こし，サイバー世界とリアル
世界の分断・対立が生じることにもなりか
ねません．

そこで私たちは，サイバー世界上で活動
するユーザ（アバター）と，リアル世界上
に存在するユーザが，両世界の垣根を越え
てコミュニケーション可能にするための研
究にも取り組んでいます．その 1 つが，サ
イバー世界上の情報（コンテンツやアバ
ター）とリアル世界を位置的に対応付ける

「高精度VPS」，もう 1 つがVRゴーグル等
特殊な装置を装着せずにサイバー世界上の
アバターやバーチャルキャラクターとのコ
ミュケーションを可能にする「裸眼XR相
席対話システム」です．

前者は昨今のARサービスでも活用され
ている技術になりますが，前述した「点群
データ」により精緻かつ広範に再現された
仮想空間と，カメラを具備するスマートフォ
ンやARグラスを組み合わせて利用するこ
とで，これまでよりも低コストかつ精緻に，
サイバー世界とリアル世界のユーザをお互
いの空間上に正しく位置付け，同一空間上
での自由なコミュニケーションが可能にな
ります（図 3 ）．また後者では，ハーフミラー
と，ディスプレイや机，ソファー等実物体
群の多層的な3D配置設計により，リアル
世界のユーザとサイバー世界のアバター等
がすぐ隣に並んで相席できる交錯空間を表
現可能としています．これによりユーザが
VRゴーグル等を装着せずに，両世界に存
在する複数のユーザ間で自然な双方向コ
ミュニケーションが可能になります．

なお後者の「裸眼ＸＲ相席対話システム」
は，2023年 4 月の「超歌舞伎powered by 
NTT」の会場で，初音ミクと同一の空間で
の相席対話が楽しめる，「あいせき幻燈茶

屋」として公開され，「初音ミクが立体的
に見える」「本当に近寄られたようなドキ
ドキ感がある」等，来場者・体験者からも

高い評価を得ました（3）（図 4 ）．さらにその
後，システムの小型化に加えてフレームレ
ス化を実現することで，より手軽にかつ高

図 2 　音声・振動による歩行感提示（体験の様子）

図 3 　高精度VPSを活用したコミュニケーション（イメージ）

図 4 　あいせき幻燈茶屋（裸眼XR相席システム）
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い没入体験の提供が可能になっています．

Another Me

■Another Meの「本人性・自律性・一
体性」
私たちは，誰もが時間・ 空間またはハン

ディキャップなどの制約を超え，人生の機
会を拡張できる社会の実現をめざしていま
す．外見だけでなく行動や内面まで再現す
る「本人性」，メタバースでリアル世界の
制約を超えて自律的に活動する「自律性」，
またその活動の結果を本人自身の経験とし
て共有する「一体性」，これらをすべて併
せ持つのが Another Meです（図 5 ）．「わ
たし」と感じられるほどの本人性を実現す
るために哲学的な研究にも取り組んでおり，
他者や社会とのつながりづくりにも役立て
たいと考えています．想定されるユースケー
スは，専門知識を活用して本人の代わりに
コンサルティングを行う，本人と協力して
仕事を遂行するなどさまざまです．そうし
たユースケースを踏まえ，私たちは An-
other Meの要素技術の研究開発を行い，
それら要素技術を活用した社会実装の取り
組みも行っています．本誌では，そうした
要素技術のうち，「身体モーション生成技
術」「個性抽出技術」「個人性再現対話技術」
の 3 つにフォーカスを当て，これらを活用
した取り組みについて紹介したいと思い 
ます．

■自然な身体モーション表現を実現する
「CONN」
NTTコミュニケーションズ，NTTコノ

キュー，東映株式会社の共創によって進め
ている仮想的な人格を持つデジタルヒュー
マン「CONN」（図 6 ）においては，デジ
タルヒューマンの表情や全身動作（身体モー
ション）を，Another Meの身体モーショ
ンを生成する「身体モーション生成技術」
と連携して検証を進めました．
「身体モーション生成技術」は，少量の

データから自然で人間らしい発話時の表情・
全身の動きの生成を可能とする技術です（4）．
身体モーションとそのときの発話音声や発
話内容からモデルを生成することで，発話
音声のみから身体モーションを自動で生成
できるようになります．モデルの学習方法
を工夫しており，発話の意味に沿った身体
モーションの生成や意味的なまとまりを反
映した身体モーションの滑らかさの向上，
ならびに，定常的に出現する身体モーショ
ンだけでなく，特定の文脈で現れる身体モー
ションも含めて生成することが可能です． 

デジタルヒューマン「CONN」におい
ては，モデルとなる人物の身体モーション
とそのときの発話を収録，モデル化し，

「CONN」の発話に合わせてモーションを
生成することで，「CONN」の人間らしい
自然な身体モーション表現を実現してい 
ます．

■ メ タ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン サ ー ビ ス
「MetaMe®」での個人性抽出・再現の
実現
誰もが自分の分身であるAnother Me

を持つことができるようになることをめざ
し，「個人性抽出技術」と「個人性再現対
話技術」をNTTドコモが開発したメタコ
ミュニケーションサービス「MetaMe®（メ
タミー）」に試験実装しています＊（5）．
「個人性抽出技術」は個人の行動ログか

＊� 「MetaMe」は，株式会社NTTドコモの登録商
標です．

図 6 　デジタルヒューマン「CONN」

図 5 　Another Me（本人性・自律性・一体性）
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ら，行動に影響を与える性格，価値観など
の情報を埋め込んだ個人ごとのベクトルを
学習する技術です（6）（図 ７）．これにより，
本人の価値観にあった行動をAnother Me
が再現できるようになります．例えば，価
値観の類似度を比較して，価値観の近い人
を見つけたり，多様な価値観を持つグルー
プを作成したりすることができます．
「個人性再現対話技術」は少量のデータ

からその人らしい対話を再現する技術です．
本技術は，年齢や性別などのユーザプロファ
イルに応じた対話内容を再現するペルソナ
対話技術と，少量の対話データから個人の
特徴（口調，言い回しなど）を学習するア
ダプタ技術を組み合わせることで，少量の
学習データで個人の対話内容の再現を可能
にしました（図 8）．

これらの技術を用いて，自分の分身
NPC（Non-Player Character）のプロト
タイプを開発しています．分身NPCが自
分の代わりに他のユーザと事前にコミュニ
ケーションを取ることで，実際にユーザど
うしがMetaMe®上で会ったときにコミュ
ニケーションが活性化され，新しい出会い
の創出につながるかなど，NTTドコモと
一緒に実証実験を行っています．

ま と め

前述のとおり，これまでの「メタバース」
的サービスは仮想空間内に閉じたものであ
り，リアル世界とは別の体験を提供するも
のが大半でした．しかしMatthew Ball氏
が提唱する「メタバースが備えるべき ７ つ
の特徴」の中でも触れられているとおり，
今後はリアル世界とバーチャル世界がシー
ムレスに連携・融合することで，「メタバー
ス」におけるユーザ体験は 2 つの世界にま
たがる体験になると考えられます．

私たちは，本稿で紹介した「Project 
Metaverse」の取り組みを通じて，リア
ル世界とバーチャル世界での体験を融合し，
人と人，人と社会の「つながり」の質を高
め，多様性を受容できる豊かな社会の実現
をめざしていきます．今後の進展にご期待
ください．
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人間研では，リアルとバーチャルの融合を推進する
ことで，人々の体験を拡張し，人と人，人と社会の「つ
ながり」の質を高め，多様性を受容できる豊かな
社会の実現をめざしていきます．今後の進展にご
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E-mail　svkoho-ml ntt.com

図 7　個人性抽出技術

図 8　個人性再現対話技術
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人のヒューマニティに寄り添う 
「Project Humanity」の実現に向けて
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NTT人間情報研究所

ALS共生者の豊かなコミュニケー
ションの実現に向けて

ALS（Amyotrophic lateral sclerosis：
筋萎縮性側索硬化症）が進行すると，認知
機能は正常なまま，全身の筋力が徐々に機
能を失っていきます．人工呼吸器をつける
ことにより，本来の生を全うできるといわ
れていますが，一方で，人工呼吸器をつけ
るための気管切開手術によって，声を失い
ます．命をつなぐための選択が，声を出せ
なくなることにもつながってしまいます．
音声言語と身体表現によるコミュニケー
ション手段を失うことから，社会との断絶
を恐れ，生きる希望を失う人も少なくあり
ません．世界的にみると， 9 割以上のALS
の方が，人工呼吸器装着を拒否しているの
が現状です．

これまで私たちは，音声合成技術を用い
て，残されていた録画や録音の音声から，
本人らしい声の再現に取り組んできました．
本技術は，本人の声色を保ったまま，複数
言語を話すことを可能とします．2022年度
は，声を発することのできない日本のALS
アーティストが，自らの声色で英語による
対話と視線入力による音楽パフォーマンス
を実現しました．そして2023年度は，わず
かに動く身体機能を活かし，アバターを介
した身体表現に挑戦しました．

アバターを介した身体表現に向けては，
生体情報を基にした運動能力転写技術を用
いました．芸術・先端技術・文化の祭典で
ある「アルスエレクトロニカ・フェスティ
バル」のステージでは，ALSアーティスト

の意思でわずかに反応する自らの身体の動
きによりメタバース空間のアバターを操作
し，ALS進行前はDJとして観客を盛り上
げてきたころの身体表現を，アバターによっ
て再現し，会場を盛り上げました．

筋がわずかでも動けば，sEMG（表面筋
電位）センサによりsEMGを計測できます．
実際，ALSアーティストが，わずかに動か
せる身体部位の身体位置情報とその部位の
動作に寄与するsEMGを計測した結果を
見ると，数mmの身体部位の動きに対して
sEMGが観測されています（図 1）．

また，ある身体部位を意図して動かそう
とするときに，別の身体部位の筋も反応し

ている場合があります．実際に，指示され
た身体部位をALSアーティストが動作させ
ている区間（図の黄色の帯）において，別
の身体部位の筋が反応している様子が観測
されました．そのため，意図した身体部位
の筋を抽出する技術として，安静時のよう
な筋の脱力された状態をsEMGの基準値
に設定するキャリブレーションと，筋収縮
の動作判定に使用されるしきい値の設定を
身体部位ごとに設定することがポイントと
なります．本技術を活かしたALSアーティ
ストによるDJパフォーマンスのステージ
では，曲が流れた直後の安静状態を基準値
となるように設定し，実際のDJパフォー

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24978

DOI	 https://doi.org/10.60249/24025004

NTT人間情報研究所では，人間中心を原則に，それぞれが大切にしているヒュー
マニティを尊重し，負担のない方法で問題解決することをめざしています．本稿
では，「Project Humanity」実現に向けた 5 つの事例について紹介します．
キーワード：#コミュニケーション，#人間理解，#ニューロダイバーシティ

図 1 　安静時の状態を基準にしたときの各身体部位に取り付けたモーションキャプチャマーカー
が移動した距離（青緑）と表面筋電センサ（身体部位に取り付けた赤点の位置）が計測した表面
筋電位を二乗平均平方根（RMS：Root Mean Square）処理した値（赤線）を示した図
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マンス時の力みの状態に合わせてしきい値
を設定しました．

さらに，EMGセンサにより計測された
連続的なsEMGからメタバースへの操作
命令に変換するうえで考慮すべきポイント
は，筋疲労です．重度身体障がい者は，筋
力および筋持久力が衰えるため，身体部位
の動作を節約しながらメタバースへの意図
した操作命令を実現することが必要です．
そこで，筋を長時間収縮し続けることや筋
収縮に強弱をつけることによる操作命令を
避け，各身体部位の筋収縮の動作判定に応
じて各操作命令が決定する方針にしました．
加えて，各操作命令に対応するアバター動
作が一定時間反映されるようにし，同じ操
作命令を繰り返した場合，反映されるアバ
ター動作時間が延長されるようにしました．
一見，リアリティが失われ，効果的ではな
いと思われますが，本技術を実体験した
ALSアーティストは，自分が意図したとお
りにアバターが動作していることで，自分
自身の身体動作を通じてアバターを動作で
きていると実感していました．

認知症の人における生活の自立を
支援する情報提示技術の実現に向
けて

認知症＊ 1 では記憶や言語機能などの低
下によりそれまで当たり前にできていたこ
とができなくなり，日常生活を送るために
支援が必要になります．認知症高齢者の増
加に対し，介護人材が不足しており，一人
ひとりに合わせた生活の支援が難しいこと
が問題となっています．今後の動向として，
2023年 6 月の認知症基本法＊ 2の成立や2024
年度に予定されている介護保険制度＊ 3 の改
定の影響を受け，認知症の問題を解決する
技術の導入が加速していくことが予想され
ます．一方で，認知症の人を見守る技術は
多いものの，認知症の人に働きかける技術
はまだ少ないという現状があり，今，認知
症分野の技術に取り組む意義は大きいと考
えられます．

NTT人間情報研究所では，オーストラ
リアの西シドニー大学やディーキン大学と
共同で，認知症の人が自分のことを自分で

できるように促す情報提示技術の研究開発
を進めてきました．具体的には，タブレッ
ト端末から認知症の人に対して日常生活に
必要な作業に関する通知や手順を提示し，
画像や音といった情報をどのように提示す
れば作業を促しやすいのかを調査しました

（図 2）．
これまでの調査から，音声を使った促し

が有効であることや，作業の複雑さや慣れ

図 2 　認知症の人の自立を促す情報提示技術の特徴

＊ 1 	  認知症：慢性または進行性の脳の疾患によ
る症候群で，記憶，思考，見当識，理解，計
算，学習能力，言語，判断を含む複数の高次
皮質機能に障害が生じます．意識混濁はあり
ませんが，感情制御や社会的ふるまい，そし
て動機付けの低下が認知機能低下と同時ま
たは先行して生じることがあります（ICD-10
より）．

＊ 2 	   認知症基本法：共生社会の実現を推進する
ための認知症基本法．認知症に関する施策
に関し，基本理念を定め，国，地方公共団体
等の責務を明らかにし，及び認知症施策の
推進に関する計画の策定について定めるとと
もに，認知症施策の基本となる事項を定め
た法律（厚生労働省，共生社会の実現を推
進するための認知症基本法より）．

＊ 3 	  介護保険制度：高齢者の介護を社会全体で
支え合う仕組み（厚生労働省，介護保険制
度の概要より）．
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に応じて適切に作業を分割して促すことが
有効であることが分かりました（1）．作業の
分割方法に関してユーザの意見においても，
一人ひとりの能力やこだわりに合わせて設
定することが望ましく，従来のようにすべ
ての人に対して一律に対応する支援システ
ムでは十分ではないことが示唆される結果
でした．さらに，認知症の人が自力で作業
をやりきるために集中力のコントロールを
可能にする通知のデザインや，ユーザが自
分の生活スタイルに合わせてシステムをカ
スタマイズするためのインタフェースのデ
ザインについても検討を行い，論文化を進
めているところです．

以上に記載した共同研究の成果など，こ
れまで得られた知見を踏まえ，今後の取り
組みとしては，「自立」のさらに先にある「生
きがい」や「共生」に対するアプローチに
発展させていくための検討を新たに開始し
ています．具体的には，周囲の人との社会
的つながりを維持するコミュニケーション
支援や，認知症をポジティブに受け入れる
ための心理的変容の支援に資する技術の実
現をめざして構想を練り直しています．現
在の取り組み状況としては，アンケートや
インタビューによる調査をとおして，認知
症の人の視点を取り入れた課題の整理を
行っているところです（2）．加えて，教育プ
ログラムの枠組みで，地域の高校の生徒と
一緒に，認知症の課題解決アプローチのア
イデアを考案する取り組みも行っています．
認知症の人や高校生と連携しながら取り組
んでいくことで，認知症の人のヒューマニ
ティに根ざし，未来の社会を担う人の認知
症に対するヒューマニティに根ざした技術
づくりを進めていきたいと考えています．
将来的には，認知症の人の生活や人生を認
知から心まで幅広く支えることができる介
護ロボット＊ 4 やICTへの適用をめざしてい
ます．

ニューロダイバーシティの実現に
向けて

ニューロダイバーシティとは，脳や神経，
それに由来する個人レベルのさまざまな特
性の違いを多様性ととらえて相互に尊重し，
それらの違いを社会の中で活かしていくこ
とです．これは，職場のようなコミュニティ

を含む社会に対しては，相互尊重と相互理
解を実現し，誰にとっても生きやすい環境
を提供します．相互尊重と相互理解が実現
したコミュニティにおいては，心理的安全
性が高まり，メンバ間の情報流通も活発に
なることが想定されます．このような環境
の変化により，企業においては，多様性と
心理的安全性の高さをエンジンとして，よ
り高い創造性を実現します．

NTT人間情報研究所は，特例子会社で
あるNTTクラルティと連携し，より多様
性が高い職場において，心理的安全性を高
め創造性を発揮するためのもっとも重要な
ポイントがミスコミュニケーションの解消
にあるとの認識で一致しました．加えて，
ミスコミュニケーションの最大の原因が，
仕事時の会話において使われる曖昧な言葉
にあり，その曖昧語の危険度を判断し，会
議中に指摘することができれば，職場環境
の大きな改善となるとの考えに基づき，危
険な曖昧語を指摘するツールのプロトタイ
プの開発に取り組みました．さらに，プロ
トタイプの試用を通じて得た知見，例えば
多様性の高い職場におけるツールが満たす
べき性質の 1 つとして，既存の他ツール

（Web会議ツールや，各種サポートツール）
との親和性の高さが求められる，などを活
かした改良を行いました．

プロトタイプの開発にあたっては，NTT
クラルティとの議論を踏まえ，以下の設計
思想で遂行しました．

・ どのような立場の人も，同じ画面を見
て，曖昧語の指摘が相互に確認できる

こと．
・	使っている中で，曖昧語の指摘に対し

てフィードバックできる機構を設け，
指摘の基準等を柔軟に変更していける
こと．

・	曖昧語の危険度判定では，ASD（Au-
tism Spectrum Disorde：自閉スペク
トラム症）傾向があるなどにより，コ
ミュニケーションエラーが離職などの
深刻な問題につながりやすいメンバに，
より配慮する判定とすること．

・	既存の多数の支援ソフトウェアとの相
互干渉を抑えること．

・	個人個人の特性に合った自由度の高い
対話介入を設定できること．

曖昧語検出によるコミュニケーション支
援ツールプロトタイプの画面を図 3に示し
ます．すべての発言は音声認識で文字起こ
しされ，その中から危険な曖昧語が発見さ
れた場合，危険度（障がい者雇用現場にお
けるサポート専門家の見解を参考に初期値
を決め，ツールを試用した社員からのフィー
ドバックを受けながら調整したミスコミュ
ニケーションが起きた場合の深刻さの予測
を数値化したもの）に応じて色・フォント
などを変更してポップアップで指摘し，曖
昧語についてもっと詳しく議論するように
促すといった介入を行いました．試用後の
アンケート調査により，ツール利用者は，

図 3 　曖昧語検出によるコミュニケーション支援ツールプロトタイプ

＊ 4 	  介護ロボット：ロボット技術が応用され，利
用者の自立支援や介護者の負担軽減に役立
つ介護機器（厚生労働省，介護ロボットの開
発・普及の促進より）．
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この介入により「明確な合意を得られやす
くなる」「指示が分かりやすくなる」といっ
たことから，自己効力感が向上したと回答
しました（図 4）．

今後は改良版ツールを用いて，使用感や
効果について性能を確認していく予定です．
加えて，継続的な当事者を含めた議論の継
続により，対話の理解度やテーマ・仕事に
対する慣れおよび集中度の把握をはじめと
した，本人の内面状態に踏み込んだ追加機
能を検討していく予定です．

脊椎損傷者の運動支援に向けた取
り組み

後天的な脊髄損傷により四肢の麻痺が生
じ，日常動作が困難となる人は年々増え続
けています．日本国内だけでも年間約 6 千
人が受傷しているといわれており（3），脊髄
損傷した方の運動を支援することは重要な
課題となっています．この課題に対する世
界的な取り組みとして，侵襲BCI（Brain 
Computer Interface）によって，自身の
身体での運動を再建する研究が，医療機関
を持つ研究機関を中心に進められています．
侵襲BCIでは，脳と筋肉（または神経）に
それぞれ外科的に電極を埋め込み，脳情報
の解析結果に基づいて筋肉に電気刺激をす
ることで運動の再建をねらいます．

NTT研究所では，各人の多様な生活様
式は尊重しつつ，自身の身体を用いた主体
的な運動が日常生活や社会生活における
Well-beingの 1 つであると考え，特に食
事などの日常動作で不可欠な腕の運動を再
建する侵襲BCI技術の創出に取り組んでい
ます．具体的には，従来研究で達成されて
いる手首の屈曲などの比較的単純な運動だ
けでなく，コップで水を飲むといった複雑
な筋協調が必要な日常動作の再建をめざし
て，脳活動から，筋協調運動を再建する筋
電気刺激を出力する技術の検討を行ってい
ます．

本技術の実現に向けて，損傷した脊髄が
持つ筋協調のメカニズムである「筋シナ
ジー」に基づいて，脳活動からどのような
筋活動パターンの生成を意図しているか抽
出するAI（人工知能）技術の開発に取り組
んでいます．筋シナジーとは，運動時に現
れる複数の協調した筋活動パターンのこと

で，脊髄にある複数筋を支配する神経を，
脳が制御した結果生じると考えられていま
す．この筋シナジーに基づいて脳活動から
筋活動に変換するモデルを，腕が健常な状
態の生体から得られる生体データから推定
します．そして推定したモデルを脊髄損傷
した生体のBCIシステムに組み込むことで，
脊髄損傷により損なわれた筋協調機能を補
い，複雑な筋協調が必要な運動を再建する
ことが期待できます．

提案した筋シナジー推定手法の概要を説
明します．従来，筋シナジーの推定は筋活
動データのみから行われ，どのように協調
したかという結果についての推定がなされ
てきました．私たちは，脳～脊髄～筋の神
経接続を反映した筋シナジーの方が脳から
制御しやすいと考え，筋活動データに加え，
同時に取得された脳活動データも考慮して
筋シナジーを推定する手法を開発しました．
具体的には，筋シナジーを模した層を特徴
とする深層学習モデルを利用して，脳活動
を入力に筋活動出力を学習する過程で筋シ
ナジーを推定する手法を提案しました．筋
活動にかかわる脳領域（運動野）から得ら
れるサルの皮質脳波（Electrocorticogra-
phy）データと筋活動データを用いて従来
手法との比較を行ったところ，従来手法と
比較して高精度に筋シナジーを推定できる
ことを確認しています．

今後は，推定した筋活動を実際の筋肉の
活動として実現するために複数筋電気刺激
手法の検討に取り組むとともに，筋シナジー
モデルと組み合わせたBCIシステムを構築
して実験を行い，筋協調運動の再建に効果
があるかを確認していきたいと考えてい 
ます．

うつ症状検出技術の実現に向けて

現在，メンタルヘルス対策が社会的に大
きな課題となっています．特に，うつ病（大
うつ病性障害）は身近でありながら，日常
生活への深刻な被害があることが知られて
います．例えば，日本人の100人に約 6 人
はうつ病を経験したことがあるともいわれ，
うつ病による社会的損失は約 2 兆円/年に
達するとの調査結果もあります．さらに近
年では，テレワークの普及や一人暮らしの
増加などを背景にメンタル不調をきたす
ケースが増加しており，2013～2020年の間
にうつ病患者が 2 倍以上に増加していると
の報告もあります．うつ病は重症になるほ
ど治療が困難となるため，症状の早期発見
と治療が重要ですが，周囲の人や本人がう
つ症状になかなか気付くことができず，症
状が悪化するケースが多いという課題があ
ります（4），（5）．

NTT研究所では，日常生活の中からう
つ症状をいち早く検出し，早期対処を促す
ことができるAI技術の実現をめざしてい
ます．その一環として，研究所で長年培っ
たメディア処理技術を応用し，特定の質問
に反応する際の声や表情の反応から，うつ
病の主症状である抑うつ気分を簡易に検出
することができる技術の創出に取り組んで
います （図 5） ．

本技術の実現に向け，抑うつ気分のある
人の音声・映像データの収集と解析を行い
ました．これまでに，抑うつ気分があると
医師から診断された方々を含む，延べ100
人以上の音声データを収集しました．これ
らの音声データから抑うつ気分のある人と
ない人の声の特徴を比較分析することに

図 4 　気付きの発生頻度が増加
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よって，①感情表現の欠乏（普段の声と喜
び・怒り演技時の声との差が小さい），②
認知機能の低下（質問への反応が遅れる，
言葉数が少ない），③調音機能の低下（早
口で話すことが困難）といった特徴が表れ
ることを明らかにしました（6）．さらに，こ
れらの知見に基づき，抑うつ気分の検出に
適した質問（発話タスク）を複数創出し，
それらの有効性を確認しました（取り組み
①）．さらに私たちは，抑うつ気分を検出
することができるAIモデルの構築にも取
り組んでいます（取り組み②） ．特に，小
規模のうつ症状音声データから高精度に抑
うつ気分を検出するために，自己教師あり
学習（Self-Supervised Learning）＊ 5 と呼
ばれる技術を応用したAIモデルの構築を
進めています．この技術は，事前に大量の
非うつ症状話者の音声をAIモデルに学習
させておくことで，一般的な話し声の特徴
をAIに獲得させることができ，うつ症状
音声の特徴をAIモデルに学習させやすく
する，というものです．

将来的には，抑うつ気分検出技術を活用
し，日常生活を見守りつつ早期メンタルケ

アを促すことで，メンタル不調の予防・早
期回復に貢献するサービスを実現したいと
考えています．例えば，企業における社員
のメンタルヘルス管理のシーンで，日頃の
コミュニケーションの中からうつ病の疑い
がある社員を早期発見し早期治療につなげ，
うつ病による休職や退職を事前に防ぎ，企
業の健康経営推進に貢献できるAIエージェ
ントサービスを実現したいと考えています．
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図 5 　抑うつ気分検出技術の創出に向けた取り組み

＊ 5 	  自己教師あり学習：ラベル付けされていない
大量のデータを用いて，データが有する特徴
をモデルに事前獲得させるための学習手法．
自己教師あり学習によりモデルを生成した後，
少量のラベル付きデータを用いてファイン
チューニング等の再学習を行うことにより，
高精度な推論モデルを構築することが可能．
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「ようこそ，DXのテーマパークへ．」をコンセプトとした
docomo business Forum '23
　2023年10月12～13日，ザ ･プリンス パークタワー東京（東京都港区）で開催
されたdocomo business Forum ’23の模様を紹介する．

24

NTTドコモグループとして 2 回目の開催となる法人ビジネスイベント

「docomo business Forum’23」では，

丸岡亨NTTコミュニケーションズ代表取締役社長の基調講演をはじめ，

数々の展示が行われた．本特集では， イベントの開催報告，

および出展展示の中から主だったものを紹介する．

超省エネ型データセンタサービス「Green Nexcenter™」
　サステナブルで豊かな社会の実現に向けて，最新鋭の技術を搭載した超省エ
ネ型データセンタサービス「Green Nexcenter™」について紹介する．

27

特集 2

docomo business Forum'23
開催報告
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テレプレゼンスロボットを活用したデータセンタ運用保守
　テレプレゼンスロボットを活用した運用保守業務の実証実験の内容とお客さま
の声から見えた市場ニーズについて紹介する．

30

ドコモビジネスがめざす，空から実現する産業DX
　点検 ･巡回，物流などの用途で活用できる空中ドローンや自律飛行時に正確な
位置制御を可能とするサービスを紹介する．

32

水中ドローンの概要とドコモビジネスの取り組み
　ドコモビジネスが取り組んでいる沖縄サンゴ礁保全活動（OISTサンゴプロジェ
クト）を通して，水中ドローンソリューションを紹介する．

34

NTTコミュニケーションズが提供する自律型人材育成プラットフォーム
　自律型人材育成プラットフォーム「BoostPark」の詳細，およびNTTコミュニ
ケーションズ全社導入のねらいや今後の構想について紹介する．

36

自律型人材育成

サステナビリティ超省エネ型データセンタ

テレプレゼンスロボット

ドローン

サステナビリティドコモビジネス
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「ようこそ，DXのテーマパークへ．」をコンセプトとした
docomo business Forum'23

草
くさかり

刈　直
な お き

紀

NTTコミュニケーションズ

お客さまにDXの「アトラクション」
を提供

ザ・プリンス パークタワー東京は，IT
企業のイベントのメッカともいえる場所で
す．年に何度も訪れるお客さまも多くい
らっしゃいますが，「同じ会場でも，一味
違った体験を提供しドコモビジネスを印象
付けたい」という思いで，docomo busi-

ness Forum'23（dbF’23）では「ようこそ，
DXのテーマパークへ．」というコンセプト
を掲げました（図 1）．

イベント全体を「テーマパーク」と見立
て，1 つひとつの展示を「アトラクション」，
アテンドする営業担当者を「ナビゲーター」
として，お客さまに最高の体験を提供でき
るよう全社一丸となって取り組みました．

結果，ご来場いただいたお客さまは 2 日

間で約5800人，満足度は97％と高い水準と
なりました．また，来場者アンケートで

「dbF’23にご来場いただき，“ドコモビジネ
スへDXに関する相談をしたい”とお感じ
になられましたか」という設問に回答して
もらったところ，ポジティブな回答をした
方は92％にのぼりました．全社を挙げて，
お客さまの期待にこたえていきたいと考え
ています．

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24982

DOI	 https://doi.org/10.60249/24025101

docomo business Forum'23（dbF’23）は，ドコモビジネスにとって，顧客
リレーション強化のための年間最大のイベントです．既存サービスの紹介にとど
まらず，先端テクノロジを用いたコンセプト展示なども行い，ドコモビジネスと
お客さまが共創する未来を思い描くヒントを提供する場になっています．dbF’23
は，2023年10月12～13日，ザ・プリンス パークタワー東京（東京都港区）で開
催し，約5800人のお客さまにご来場いただきました．
キーワード：#ドコモビジネス，#フォーラム，#サステナブル

図 1 　docomo business Forum '23
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サステナブルを源流に 3 つのテー
マを設定

「ビジネスコラボレーション」「従業員エ
クスペリエンス」「企業プラットフォーム」
の 3 つをテーマに設定しました．テーマご
とに，講演や展示などのコンテンツを仕立
てました．お客さまそれぞれの立場や事業
規模，所属組織などによって，興味，関心
のあるコンテンツが異なります． 1 つのテー
マに沿って理解を深めていただくもよし，
講演や展示を幅広くご覧いただき新たな発
見やビジネスのヒントにつなげていただく
もよし，お客さま自身が興味，関心に合わ
せて楽しみ方を選べるように設計しました

（図 2）．
3 つのテーマはサステナブルというキー

ワードから発しています．
サステナブルは，NTTの中期経営戦略

のキーワードでもあり，企業の経営層が今
もっとも関心を寄せているテーマの 1 つ
です．

持続可能な社会づくりという壮大な課題
に取り組むには，国や企業の垣根を越えた
共創が不可欠です．そういった観点から，

「ビジネスコラボレーション」というテー
マを設けました．経営層やLOB（Lines of 
Business）のお客さまにとっては興味を
持っていただけるテーマとなりました．

社会の構成要素である企業もまた，持続
可能である必要があります．企業がサステ
ナブルに成長し続けるためには，そこで働
く従業員の満足度や充実感が重要です．従
業員満足度の向上につながる使いやすい
ツールや，従業員の健康を維持する仕組み
などを「従業員エクスペリエンス」という
テーマで紹介し，人事・総務系の方や経営
層に注目していただきました．

また，サステナブルな企業経営のために
は，ICT基盤も強くしなやかなものにして
いくことが求められます．そこで「企業プ
ラットフォーム」をテーマの 1 つに選びま
した．特に，情報システム部門のお客さま
に関心を持っていただきました．

触って動かして体感できる展示

「ビジネスコラボレーション」で，特に
注目を集めた展示は，IOWN（Innovative 
Optical and Wireless Network）です．

NTT グループを挙げて推進している
IOWN構想に基づくオールフォトニクス・
ネットワーク（APN）について，リアルタ
イム性が求められるVR（Virtual Reality）
卓球などのユースケースをデモンストレー
ションすることで，大容量で低遅延な
APNの実力を体感いただきました（図 3）．
「従業員エクスペリエンス」では，お客

さまにハイブリッドワークを体感してもら
うために，最新のデジタルツールを活用し
たオフィスをブースとしてつくりました．
人事・総務系のお客さまを中心に大盛況と
なりました（図 4）．
「企業プラットフォーム」では，ESG経

営に資する「エネルギー削減を図るグリー
ンICT」について訴求しました．世界的な
サステナビリティへの意識の高まりに合わ
せ，電力コストを削減し環境への影響を抑

図 3 　ビジネスコラボレーションの展示ブースの様子

図 2 　全体企画構成
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えるデータセンタ関連技術や，カーボンク
レジット取引用プラットフォームなど，
GX（グリーントランスフォーメーション）
関連の展示も盛況でした（図 5）． 

丸岡社長 基調講演 「つなげ，ビジ
ネス．～サステナブルな社会を共
創するドコモビジネス～」

ドコモビジネスは，ブランド広告で「つ
なげ，ビジネス．」というスローガンを掲げ，

「地域や産業の課題をICTの力で解決し，
共にサステナブルな社会の実現をめざす」
という思いを発信しています．具体的な方
向性や取り組みについて，丸岡亨NTTコ
ミュニケーションズ代表取締役社長の基調
講演にて紹介しました（図 6）．

1 番目の方向性は「お客さまとの共創」
です．例えば，スマートメータなどのIoT

（Internet of Things）デバイスから収集
されるデータを用いて，お客さまの事業に
おける効率化や付加価値の創出に取り組ん
でいます．

2 番目の方向性は共創の加速に向けた
「プラットフォームの変革」です．例えば，
セキュリティニーズへの高まりに対応し，
ソフトウェアで制御できるゼロトラストネッ
トワークの提供を開始しました．また，生
成AI（人工知能）などGPUを必要とする
新しい技術の台頭による消費電力の増大に
対応するべく，電力消費を抑える地球にや

さ し い デ ー タ セ ン タ（Green Nexcen-
ter™）を展開予定です．

ドコモビジネスは，お客さま 1 人ひとり
の悩みに寄り添いICTを活用し，それを大
きな価値へつなげ，その先のサステナブル
な社会をめざしていることを訴求しました． 今年度のdbF’23では，サービス・ソリューションの

みならず，「技術魂」や「真摯さ」などのパーソナリティ
も含めて，ドコモビジネスの魅力を伝えることがで
きました．次年度は，お客さまの課題を解決できる
パートナーであることをより訴求できるよう，コンセ
プトやテーマの検討を進めたいと思います．

◆問い合わせ先
NTTコミュニケーションズ
経営企画部　広報室
TEL　03-6700-4020
E-mail　promo-cp ntt.com

図 5 　企業プラットフォームの展示ブースの様子

図 6 　丸岡社長基調講演の様子

図 4 　 従業員エクスペリエンスの展示ブースの様子
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超省エネ型データセンタサービス
「Green Nexcenter™」

松
まつばやし

林　　修
おさむ

NTTコミュニケーションズ

DX時代における，カーボンニュー
トラルの必要性

生成 AI（人工知能）やロボット，IoT
（Internet of Things）といった近年のテ
クノロジの進展はとどまることを知りませ
ん．経済産業省はDX（デジタルトランス
フォーメーション）を「企業がビジネス環
境の激しい変化に対応し，データとデジタ
ル技術を活用して，顧客や社会のニーズを
基に，製品やサービス，ビジネスモデルを
変革するとともに，業務そのものや，組織，
プロセス，企業文化・風土を変革し，競争
上の優位性を確立することをDXと指す」（1）

と定義しています．DXの推進においては，
拡張性や迅速性に優れたクラウドサービス
の利用など，ビジネスモデルの変革と合わ
せて，データをいかに効率的に活用するか
が重視されています．ICT基盤に対しては
より低遅延，より高性能，より大容量が求
められるとともに，事業を止めることのな
い強靭さ・レジリエンスの両立も期待され
ています．

ICT基盤を支える代表格の 1 つがデータ
センタです．データセンタは，サーバやネッ
トワーク機器の設置・運用に特化した専用
施設です．企業などのお客さまはデータセ
ンタにコロケーションをすることで，自社
設備でサーバを保有・運用するよりも安全
にデータを保管・活用でき，強固なセキュ
リティを確保できるメリットがあります．
また，近年では政府がめざす2050年までの

脱炭素社会（2）を実現するため，環境課題の
解決とICTの活用などによる経済成長を両
立させるための取り組み，GX（グリーン
トランスフォーメーション）を推進するこ
とが，ますます重要となっています（図 1 ）．

NTTコミュニケーションズの取り
組み

NTTドコモグループは，2021年に「2030
年カーボンニュートラル宣言（3）」を発表し
ました．2030年度までにデータセンタ・ネッ
トワークなど自社（Scope1・ 2 ）（4）のカー
ボンニュートラルを実現し，2040年度まで
にはサプライチェーン（Scope3）も含め

たネットゼロの達成に向けて，お客さま・
パートナー企業とともに取り組んでいます．
NTTドコモグループの一員としてNTTコ
ミュニケーションズ（NTT Com）では，
お客さまのカーボンニュートラル実現に向
け，お客さまの戦略策定や現状把握，温室
効果ガス排出量削減や情報開示など，脱炭
素化を求められるフェーズごとにサービス
やソリューションを提供しています．

NTT Comでは，2000年代よりデータセ
ンタビジネスに参入後，国内70以上の拠点
で施設を運営し，データセンタサービス

「Nexcenter」を提供してきました．デー
タセンタのサーバやネットワーク設備にお
ける電力消費量は社会全体の 1 ～ 2 ％（5）を

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24984

DOI	 https://doi.org/10.60249/24025102

社会と未来をつなぐDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進に向け
たICT環境の高度化や複雑化の進展と並行し，脱炭素社会，循環型社会に向けた
GX（グリーントランスフォーメーション）への取り組みが求められています．
ICT基盤の根幹となるデータセンタサービスを提供するNTTコミュニケーショ
ンズの「Nexcenter」においても，お客さまのGX推進に貢献すべく，さまざま
な取り組みを推進しています．本稿では，サステナブルな社会の実現に向けて，
docomo business Forum'23（dbF’23）においても展示をした超省エネ型デー
タセンタサービス「Green Nexcenter™」について紹介します．
キーワード：#データセンタ，#カーボンニュートラル，#GX

図 1 　データセンタサービスのイメージ
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占めるとされています．そのデータセンタ
の膨大な消費電力のうち約20～30％を占め
るのが冷却用設備です．サーバなどの機器
が集積するデータセンタにおいて省エネな
らびにカーボンニュートラルを推進するに
は，機器をいかに効率的に冷却するかが，
鍵となります．「Nexcenter」では設計・
構築ノウハウを結集し，AIを活用した空調
のリアルタイム制御や，季節に応じた熱交
換方式への切り替えなどによる効率的な空
調設備の実装など，環境負荷を低減させる
各種の仕組みを提供しています（図 2）．

また，これら長年のデータセンタ運営で
培った業界最高水準の省エネ型設備の導入
に加え，電力の使用においてお客さまの要
望する再生可能エネルギーを選択いただけ
るメニューを用意しています．近年，大手
企業を中心に，各国政府による脱炭素に向
けた指針整備に対応し，RE100（Renew-
able Energy 100）＊ 1の達成や，SBT（Sci-
ence Based Targets）＊ 2 の認定取得をめ
ざす事例が増えつつあります．「Nexcen-
ter」においては，RE100の達成やSBT認
定取得のために必要な，非化石由来のエネ
ルギー利用を証明する「環境価値報告書」
も提供可能であり，お客さまのESG経営
の実現に貢献しています．

超省エネ型データセンタサービス
「Green Nexcenter™」

AI・IoT・VR（Virtual Reality）・5G（第
5 世代移動通信システム）・クラウドといっ
た新たなテクノロジを活用した利用形態の
急速な拡大に伴い，データセンタの電力使
用量は2022年比で2040年には15～20倍程度
まで増大することが見込まれています．成
長著しい生成AIで用いられる大規模言語
モデルの学習などにおいては, 多大な計算
処理を行う高性能なプロセッサを搭載した
GPU（Graphics Processing Unit）を採
用する必要があり，プロセッサの「熱設計
電力（TDP）」＊ 3 が激増することが予想さ
れています．TDPが400 Wを超えると従
来の空調設備では冷却が難しく，チップ性
能を十分に発揮できなくなる可能性があり
ます．GPU等の高発熱のチップの活用に
おいては，生成AI，自動運転，メタバース，
あるいはゲームでの利用などのニーズが顕

在化しつつあるところですが，こうした利
用形態の進展において，十分な冷却性能を
データセンタにおいて提供できなくなるの
では，といった事態が見込まれています．

このような状況を見据え，NTT Comで
は従来の「Nexcenter」をさらに進化させ
た環境配慮型の超省エネデータセンタサー
ビス「Green Nexcenter™」の展開を進
めています．
「Green Nexcenter™」は，データセン

タサービスとしては国内初＊ 4 となる「液冷
方式」を採用し，通常のデータセンタでは
対応が困難な高発熱サーバに対しても，こ
れまで採用されてきた技術を大きく上回る
省エネ性能にて冷却機能を提供するととも
に，「再生可能エネルギーを活用」するこ
とにより「ゼロカーボン」を実現する，最
新鋭のデータセンタサービスです（図 3）．
この液冷方式では，冷却設備で冷やされた
液体をラック群へ運び，ラック内サーバの
CPU/GPUチップ上に設置されたコールド
プレートを冷やすことで，発熱体（チップ）
の温度を直接的に下げる方式です．従来の

空冷方式では， 1 ラック当り15 kWの電力
量が冷却の限界とされている一方，最新

（2023年10月時点）のGPUチップを搭載し
たサーバを複数台ラックに搭載する場合，
発熱量が20 kWを超えるとされています. 

「Green Nexcenter™」では，空気での冷
却に比較し20倍以上熱伝導効率が良いとさ
れる液体を活用していることから， 1 ラッ
ク当り最大80 kWまで冷却することが可
能であり，生成AI等の高発熱ニーズに対
応します．また，消費電力についても従来
のデータセンタに導入されている一般的な
冷却（空冷）方式と比較して30％程度削減
＊ 5 することができ，pPUE（Partial Pow-

図 2 　省エネ・カーボンニュートラルの主な取り組み

＊ 1 	  RE100：企業が自らの事業の使用電力を
100％再エネで賄うことをめざす国際的なイ
ニシアティブのこと．

＊ 2 	  SBT：パリ協定が求める水準と整合した，5
～10年先を目標年として企業が設定する，温
室効果ガス排出削減目標のこと．

＊ 3 	  TDP：理論上の最大負荷に基づく電力消費
を表し，チップが理論上どの程度まで発熱す
る可能性があるかを示す指標のこと.

＊ 4 	  国内初：2023年10月時点における国内サーバ
機器ベンダへのヒアリングによる自社調べ．

図 3 　Green NexcenterTMの特徴と液冷方式イメージ
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er Usage Effectiveness）＊ 6 は1.15と，優
れた電力使用効率を実現します．
「Green Nexcenter™」の実装の第一弾

としては，首都圏のニーズに早期対応すべ
く横浜第 1 データセンタの一部エリアのリ
ノベーションを行い，2024年度内に提供を
開始する予定です．また同時期に，関西圏
の大阪第 ７ データセンタ（大阪府茨木市）
においても「Green Nexcenter™」の提
供を予定しています．さらに2025年度内に
新規オープンを予定している京阪奈データ
センタ（仮）（京都府精華町）においても

「Green Nexcenter™」の提供が可能とな
るよう液冷方式対応の標準装備を予定して
います．

GPUに代表される高性能チップを活用
した生成AIサービス等の展開や新たな業
態において高発熱サーバやルータ等の活用
に向けた需要は今後も伸び続けると考えて
おり，今後新設するデータセンタにおいて

も，「Green Nexcenter™」の標準実装を
計画しています．将来的には，揺らぎの少
ない超高速かつ超低消費電力を実現する最
先 端 の 光 伝 送 技 術 IOWN（Innovative 
Optical and Wireless Network） ＊ ７ の
主 要 技 術 分 野 の 1 つ で あ る APN（All-
Photonics Network）によりデータセン
タ間を接続する予定です．

2050年のカーボンニュートラルの
実現に向けて

NTT ComはICT事業者として，データ
センタのカーボンニュートラル化およびお
客さまのカーボンニュートラル推進に向け
て，積極的に液冷方式技術の導入や再生可
能エネルギーをご利用いただけるサービス
提供に取り組んできました．

2040年のNTTグループ，そして2050年
の日本のカーボンニュートラルの実現に貢
献すべく，データセンタの省エネルギー化
の推進と，超省電力ICT基盤によるグリー
ン対応を推進していきます．NTT Comは，

「Nexcenter」 や「Green Nexcenter™」
をはじめとするGXの推進を通じて環境価
値を生み出し，お客さまひいては社会のサ
ステナビリティ向上に貢献していきます

（図 4 ）．
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csr/ecology/environ_management/
netzero/

（4）	 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/
supply_chain/gvc/estimate.html

（5）	 https://www.ntt.com/content/dam/
nttcom/hq/jp/about-us/csr/report/
pdf/nttcom_sr2023_web.pdf

松林  修

お客さまのESG経営の推進，より豊かでサステナ
ブ ルな 社 会 の 実 現に貢 献 すべく，「 G re e n 
Nexcenter™」をはじめとするICTインフラサービ
スのカーボンニュートラル化を引き続き推進してい
きます．今後の展開にもぜひご期待ください．

◆問い合わせ先
NTTコミュニケーションズ
クラウド＆ネットワークサービス部
E-mail　	greennexcenter-support ntt.com

＊ 5 	  30％程度削減：算定は，NTT Com内の数
値を用いて，①従来のサーバ，②液冷方式
サーバのサーバ機器冷却にかかる消費電力

（サーバ機器自体で使用される消費電力は含
まず）を机上で算出し，比較したもの．

＊ 6 	  pPUE：モジュールや部屋単位など特定部分
での電力効率の効率性を示す指標のこと．

＊ 7 	  IOWN：NTTが提唱するネットワーク・情
報処理基盤の構想のこと．

図 4　データセンタサービスを通じたカーボンニュートラルへの貢献
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テレプレゼンスロボットを活用したデータセンタ運用保守
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NTTコミュニケーションズ

テレプレゼンスプロジェクトが掲
げるミッションとめざす世界観

NTTコミュニケーションズ　イノベー
ションセンター　テレプレゼンス＊ 1プロジェ
クトは，物理的な距離を障害とせず，誰も
が自由に活動できる社会の実現をミッショ
ンとして掲げています．また，どこにいて
も，誰でも，ロボットを介して世界中を旅
することや，どこからでも効率的に仕事を
行うことが可能な世界をめざして活動して
います．この取り組みにより，地理的な制
約を超えた新たなコミュニケーションと作
業環境の創出をめざしています．

2019年度よりさまざまなユースケースを
検証する中の 1 つとして，データセンタに
おける運用保守業務の遠隔化がありました．
およそ 2 年の基礎技術開発を経て2023年度
下期からお客さま商用環境での実証実験に
着手しています．

データセンタにおけるリアルタイ
ムテレプレゼンスロボットソリュー
ションの実証実験内容

本プロジェクトは，実証実験の開始に先
立ち，自社のデータセンタをご利用いただ
いているお客さまにヒアリングを行いまし
た．お客さまの声から得られた，障害発生
時の対応スピードの向上，省力化および省
人化の重要性に加え，技術面・ビジネス面
での実現可否の観点に基づき，テレプレゼ
ンスロボットを用いて以下の 4 つの業務の
運用可否を検証します．  

 ①　故障・トラブル発生時の駆けつけ：
システムに故障・トラブルが発生した際
に，従来の駆けつけに代わり，保守拠点
からデータセンタへ配置したテレプレゼ
ンスロボットへアクセスし，遠隔から一
次切り分け業務を実施します．また，一
次切り分け業務実施時の映像を録画デー
タとしてクラウド上に保管します．

�②　現地作業の事前事後確認：メンテナ
ンス作業実施の前後で行っている確認作
業を，テレプレゼンスロボットを用いて
行います．
�③　遠隔からのサポート作業：現地作業
において，熟練作業者のサポートが急遽
必要となった場合に，保守拠点の熟練作
業者がテレプレゼンスロボット経由で現
地とコミュニケーションを図り，対応の
迅速化を実現します．
�④　定期巡回：ロボットへの巡回予約設
定により，早朝，夜間帯などに自動で監
視対象の機器を確認します．
本実証実験において使用されるテレプレ

ゼンスロボット（図 1）は，データセンタ
内のアイルコンテインメント出入口を開閉
する機能を備えたロボットアームを装備し
ています．この技術により，ロボットはサー
バラックまで人の介入なしに自律的に移動
が可能です．さらに，そのロボットアーム
の先端には，カメラや照明が搭載されてお
り，ラック内の機器のLEDや，配線の状況
をさまざまな角度から確認することができ
ます．

テレプレゼンスロボットの操作は，保守
作業担当者のPCを介して行われます（図
2）．データセンタ内の概要図やサーバラッ
クの実際の映像を遠隔地からリアルタイム
で確認しながら，作業を進行することが可

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24986

DOI	 https://doi.org/10.60249/24025103

＊ 1 �  テレプレゼンス：遠隔地にあるロボットや機
器を通じて，そこにいるかのように感じるこ
とができる技術です．これにより，遠く離れ
た場所での作業やコミュニケーションが可能
になります．

NTTコミュニケーションズ　イノベーションセンター　テレプレゼンスプロジェ
クトでは，人口減少に伴う省人化の要請，ルーチンワークのAI（人工知能）自動
化へのニーズ，リモートワークなどの新たな働き方への変革にこたえるべく，世
界初となる商用環境におけるIT機器を対象とし，テレプレゼンスロボットを活用
した運用保守業務の実証実験を開始しました．docomo business Forum'23

（dbF’23）ではロボットの実機展示およびNexcenter Labに設置したお客さま
環境での遠隔操作体験デモを展示しました．本稿では，実証実験の内容とお客さ
まの声から見えた市場ニーズについて紹介します．
キーワード：#テレプレゼンス，#ロボティクス，#データセンタ

図 1　テレプレゼンスロボットの外観
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能になります．加えて，テレプレゼンスロ
ボットには手動による遠隔制御だけでなく，
自動巡回機能も具備しています．あらかじ
め設定された時間にサーバラック内の確認
作業を自動的に実施する効率的な運用が実
現可能となります．

docomo business Forum'23（dbF'23）
の展示ブースでは，自動巡回デモのほか，
お客さまがリアルタイム遠隔操作可能なデ
モを通じて，操作の簡便性やレスポンスの
速さ，ラックの扉越しにおいても運用保守
可能となるクリアな映像を体験していただ
きました．

また，実機展示においては，ラック上部
から下部への対応に伴うアームの伸縮機構，
狭い通路幅での作業や移動へ対応するため
のタイヤの構造など，一見して分かりにく
い部分への工夫や適用されている技術の高
さ，今後の機能追加を見越した拡張性につ
いても提示しました（図 3）．

データセンタ向けソリューション
の今後の展望

本ソリューションの今後の展望として，
今回の実証実験で採用した保守運用業務以
外にも，テレプレゼンスロボットを介して，
ラック内に設置したサーバのディスク交換

や，各種ケーブルの抜き差し等のリモート
ハンド業務だけでなく，ベンダ作業時のア
テンドや，立ち会い対応等，データセンタ
で実施するさまざまな業務にも着手してい
く予定です．

ま た，将 来 的 に は，NTT グ ル ー プ の
IOWN（Innovative Optical and Wire-
less Network）構想に基づくオールフォ
トニクス・ネットワーク（APN）＊ 2 を活
用することで，通信遅延が大幅に低減され，
遠隔地からの操作ストレスが解消されるこ
とが期待できます．

これまで「24時間365日稼働」が必要な
データセンタ事業では，物理的保守におい
ては深夜の勤務が求められていました．し
かし，保守スタッフと対象設備の物理的な
距離が問題とならない社会を実現すると，
時差を利用し，複数の地域にいるスタッフ
が業務を分担することが可能になります．

このような技術の進歩は，深夜勤務を必
要とせず，より効率的な業務体制を実現し，
従業員のワークライフバランスの改善にも
寄与すると考えられます．

テレプレゼンスプロジェクトの今
後の展望

本プロジェクトでは，データセンタ向け
ソリューションだけでなく，今後は農業・
介護・プラント業界等，さまざまな領域へ
のアプローチも考えています．

また，テレプレゼンスロボットの技術は，
業務用途にとどまらず，観光やエンタテイ
ンメントの領域においても観光地の疑似体

験や，遠隔地からのコンサート参加におい
て新たな価値提供の可能性があると考えて
います．

dbF'23の展示を体験していただいた多く
の業種のお客さまからも，提供価値や技術
要素に着目いただき，お客さまの領域で活
用するためアイデアや共創へ向けた声をい
ただきました．これらの市場ニーズを踏ま
え，物理的な距離を超越した世界の実現へ
向けて取り組み続けます．

世界観に共感いただけるお客さま，パー
トナーの方々との共創による加速もぜひと
も進めたいと考えています．ご賛同いただ
ける方がいましたら，本プロジェクトまで
お気軽にお声掛けください．

＊ 2 �  オールフォトニクス・ネットワーク：ネットワー
クから端末まで，すべてにフォトニクス（光）
ベースの技術を導入し，これにより現在のエ
レクトロニクス（電子）ベースの技術では困
難な，圧倒的な低消費電力，高品質・大容量，
低遅延の伝送を実現します．

図 2　テレプレゼンスロボットの操作イメージ 図 3　実機展示の様子

（左から）�丸山��純平/ 上村��芳徳/ �
照屋��保幸

テレプレゼンスプロジェクトは，通信，ロボティクス，
センシングなどの先端技術を結集し，誰もがどこに
いても自由に活動できる，距離や時間の制約を受
けない世界をめざしています．

◆問い合わせ先
NTTコミュニケーションズ
イノベーションセンター
テレプレゼンスプロジェクト
E-mail　ic-telepre ntt.com
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ドコモビジネスがめざす，空から実現する産業DX
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NTTコミュニケーションズ

点検・巡回ソリューション

■Skydio Dock and Remote Ops.
「Skydio Dock and Remote Ops.」は，

Skydio, Inc.（Skydio社）製ドローンの遠
隔操縦や自動巡回を実現するソリューショ
ンです．docomo business Forum'23

（dbF’23）では，「Skydio Dock for S2」
を用いたデモ飛行を実施しました．従来の
ドローンはコントローラによる手動飛行が
一般的でしたが，「Skydio Dock」と呼ば
れるドローンポートを活用することで，2.4 
GHz帯のWi-Fi環境下において，PC操作
であらかじめ空間上に設定したルートの自
動巡回・スケジュール飛行や，機体の遠隔
操縦が可能となります.

Skydio社ドローンはAI（人工知能）に
よる自律飛行技術，360°の障害物回避技術
を搭載しており, GPSが取得しづらい環境
下でも安定した飛行ができる点が特徴です．

dbF’23では地下 2 階の屋内会場で延べ40
回のデモフライトを実施し，非GPS環境
下での安定飛行および，パイロット不在で
の自動巡回飛行性能を紹介しました（図 1）．
この点検・巡回ソリューションは，実際の
建設現場における日々の工事進捗確認用途
ですでに試験運用が始まっています．また，
これまで人が巡視確認していたプラント内
の計器読み取り作業の代替検証も進んでお
り，現場作業の省人化，無人化が期待され
ています．
■新機体「Skydio X10」

2023年 9 月20日（米国時間）に発表され
た Skydio 社ドローンの新機体「Skydio 
X10」を日本でいち早く展示し，ご来場い
ただいたお客さまに実機とともに性能を紹
介しました（図 2）．

Skydio X10は，従来のSkydio 社ドロー
ンと比較して，解像度やズームなどのカメ
ラ性能が大幅に向上しており，映像の品質

向上および効率的な撮影が見込まれます．
また，防水・防塵性能（IP55），暗所に

おける自律飛行技術が新たに搭載されたこ
とで，雨天時や暗所等，これまで以上に幅
広いシーンでの活躍が期待されます．

医薬品配送事例

dbF’23では，セルラードローン＊による
医薬品配送の実証実験について紹介しまし
た（図 3）．本実証実験では，大規模災害
が発生し陸路が利用できない場合や，遠隔
医療と組み合わせた地域医療への貢献など
を見据え，空路での医薬品配送の実用化に
向けた課題の抽出や運用ルールについて検
証しました．検証においては，事前に上空
の電波シミュレーションを行い，上空のモ

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24988

DOI	 https://doi.org/10.60249/24025104

＊	 セルラードローン：上空でモバイルネットワー
クを利用するドローン．

docomo business Forum'23（dbF’23）では，点検・巡回，物流などの用途
で活用できる空中ドローンや自律飛行時に正確な位置制御を可能とするサービス
を紹介しました．点検・巡回の分野ではインフラ設備の点検や建設現場の進捗確
認でドローンの活用が進んでおり，中でもSkydio, Inc.（Skydio社）のドロー
ンは，AI（人工知能）による自律飛行技術，360°の障害物回避技術により，非
GPS環境下でも安定した飛行ができます．また，上空でモバイルネットワーク
を利用するドローン「セルラードローン」では，医薬品配送の実証実験にも取り
組んでいます．
キーワード：#ドローン，#点検，#物流

図 2 　Skydio X10図 1 　「Skydio Dock and Remote Ops.」によるデモフライトの様子
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バイルネットワークの状況を確認したうえ
で飛行ルートを決定しました．加えて，ド
ローンに装備した専用の保冷ボックスの内
部に温度センサと加速度センサを搭載し，
内部が適切な状態で輸送できているかを確
認しました．また，到着したドローンから，
関係者が偽薬を受領する直前に，AI顔認証
ソフトウェア「SAFR」を用いて顔認証に
よる受領者認証を行い，関係者が適切に受
領していることを確認するなど，実運用を
想定した検証を行うことができました．

セルラードローンおよび，ドローン向け
専用料金プランである「LTE上空利用プラ
ン」を活用することで目視外での長距離飛
行やリアルタイムデータ伝送が可能となり，
遠隔地への長距離配送のほか，広範囲の農
薬散布や生育監視，災害発生時における遠
隔地のリアルタイム映像伝送などへの活用
が見込まれます．

今後は，天候などの外的要因による飛行
条件や，一度に運搬できる積載量の制限な
ど，残された課題への対応を進めるととも
に，有人地帯での目視外飛行であるレベル
4 での飛行検証や和歌山県内に複数あるへ
き地診療所およびその周辺に在住する患者
への医薬品提供を想定した実証実験を行う
予定です．

docomo IoT高精度GNSS位置情
報サービス

ドローンの自律飛行を行う際や，撮影し
た映像や，レーザスキャンデータを位置情
報とともに管理等するにあたり，ドローン
機体の位置を正確に把握することが重要に
なります．
「docomo IoT 高精度 GNSS（Global 

Navigation Satellite System）位置情報
サービス」は，誤差数cmの位置補正情報
を提供するサービスです．地上に多数設置
した基準点をベースにドローン側に位置補
正情報を送信（Network-RTK方式）する
ことで，高度情報も含めた高精度測位が可
能となります．これにより，ドローンによ
る農薬散布において，圃場内の正確な自律
飛行や，ドローンによる各種点検・測定業
務において，あらかじめ決められたルート・
対象個所に沿って自律飛行させつつ，撮影・
測定結果を位置情報と紐付けた把握・管理

が可能となります．
dbF’23では，Network-RTK方式に対応

した自律飛行が可能となるドローンとして， 
NTT e-Drone Technologyの農薬散布ド
ローン「AC101 connect」，ソニーグルー
プ株式会社の映像制作・産業用ドローン

「Airpeak」を紹介しました（図 4）．

今後の展開

空中ドローンを活用したソリューション
は，インフラ設備や建設現場の点検・巡回，
医薬品などの緊急性や迅速性が求められる
配送，また作業効率化やGX（グリーント
ランスフォーメーション）を実現する農業
などの分野でも広まってきています．

今後は，これまで培ってきたネットワー
ク技術など，さまざまな技術アセットやノ
ウハウを活用して，ドローンで取得したデー
タをAIによる分析やクラウド上の多様な

アプリケーションと組み合わせることによっ
て，さらなる付加価値を提供していきます．

図 3 　実証使用したセルラードローン

図 4 　Network-RTK方式対応ドローン

（左から）	 筧		　慎吾/ 佐藤		茉理奈

ドローンで取得したデータをAI分析などの先進技
術と組合せ，データ利活用による省力化や効率化
によりDX化を加速するとともに，他業種・業態へ
の展開もめざしていきます．今後もより高度なドロー
ンビジネスを推進していきますので，ご期待ください．

◆問い合わせ先
NTTコミュニケーションズ
5 G & IoTサービス部
ドローンサービス部門第一グループ第一担当
TEL　050-3464-6525
E-mail　drone-support ml.ntt.com
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水中ドローンの概要とドコモビジネスの取り組み
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水中ドローンとは

水中ドローンとは，潜航が可能な有線式
の小型無人潜水機（ROV：Remote Op-
erated Vehicle）の通称となっており，
機体とコントローラを有線ケーブルで接続
して遠隔操縦を行います（図 1 ）．コント
ローラとデバイス（スマートフォン，タブ
レット）をWi-Fiで接続し，機体内部に搭
載されている各種センサやカメラなどから
得られる深度や方位，機体の傾きなどの情
報，撮影された水中映像をリアルタイムに
確認しながら操縦を行います．操縦者は主
に船上や陸上から機体の操縦を行うことで，
リアルタイムに水中映像を見ることができ
ます．インフラ設備点検や水産業での資源
調査などさまざまな場面での活用が広がっ
ており，IOWN（Innovative Optical 

and Wireless Network）構想にある「超
カバレッジ拡張」に併せてさらなる発展が
期待されています．

水中ドローンを潜水士の目と手の
代わりに

水中ドローンは主に潜水士の「目」とし
ての役割と「手」としての役割に分けられ
ます．搭載されている高精度カメラが水中
の対象物を撮影することで，水中に設置さ
れた構造物や漁具の点検，生物の生態調査
などに活用できます．従来は潜水士が水中
カメラを手に撮影を行っていましたが，潜
水士が潜ることのできる深度以上の深さで
も，安全にかつリアルタイムに状況の把握
が行えます．それに加え，音波を用いたソ
ナーを使用することで，濁度が高く視界が

悪い中でも対象物を的確にとらえることも
可能となります．「目」としての役割はす
でにさまざまな業界で活用されおり,今後
も広がっていくことが予想されます．また，
水中ドローンにアームやマニピュレータを
搭載することで水中の物体をつかむことが
できます．水産養殖現場では網底にいる死
魚を発見し，回収するまでをアームを取り
付けた水中ドローンで行っている事例があ
ります．ほかにも，採水や採泥などのサン
プル採集用途や網を使った水中での運搬用
途など，ユーザの目的に合わせたマニピュ
レータも多く見られようになりました．人
の手ほどの滑らかな動きはできないことや，
操作難易度が高いといった課題は存在する
ものの，今後の技術開発に伴う「手」とし
てのさらなる発展に期待が高まっています．

潜水士不足を補う水中ドローン

近年，我が国の潜水士は高齢化による離
職者が増加する中で，新たな若手後継者の
確保が難しい状況にあります．そのため潜
水士不足が大きな問題となっており，それ
を解決する一手として水中ドローンに注目
が集まっています．また，潜水士の安全確
保の面からも，過酷な環境下においても長
時間稼働することのできる水中ドローンは
この問題を解決するのに有用なものと考え
られるため，潜水士に代わり水中ドローン
が代替できる作業は水中ドローンが行うな
ど，潜水士と水中ドローンで業務のすみ分
けを行うことが重要と考えています．

ドコモビジネスでは，沖縄科学技術大学
院大学（OIST）と共同でサンゴ礁を保全
する取り組みを行っています．「海の森」

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24990

DOI	 https://doi.org/10.60249/24025105

2023年10月12～13日に開催されたdocomo business Forum'23（dbF’23）で
は，ドコモビジネスが取り組んでいる沖縄サンゴ礁保全活動への取り組み（OIST
サンゴプロジェクト）を通して水中ドローンソリューションを出展しました．本
稿ではその内容を紹介します．
キーワード：#水中ドローン，#海洋，#サンゴ

図 1　水中ドローン基本構成
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として豊かな生物多様性を育み，人間に多
くの恵みをもたらしている美しいサンゴ礁
を保全する本プロジェクトにおいて水中ド
ローンが活用されています．2023年 ７ 月1７
日にNTTドコモを含む国内企業 8 社が当
初のスペシャルパートナー企業として参画
し始動した，世界初最新のゲノム情報を駆
使したサンゴ礁保全プロジェクト「OIST
サンゴプロジェクト」では，当社にしかな
い水を採取するためのオプション品（採水
サンプラー）を付けている水中ドローンが
活躍しています（図 2）．従来の潜水士が
行う調査と比較し，より広範でかつ網羅的
にサンゴの実態を調べることが可能となり
ました．引き続き持続可能なサンゴ礁の保
全に向けた取り組みを進めていきます．

水中ドローンの活用で潜水士の安
全性向上

水中ドローンはサンゴの生態調査だけで
はなく，水中構造物や施設の調査・点検に
も活用されています．例えば，防波堤や海
底ケーブルの点検において，撮影映像や目
的に合ったセンサ，ソナーなどを活用しな
がら対象物の損傷や劣化個所を検出し，必
要な修理ポイントを早急に発見し，的確な
点検計画を立てることができます．水産現
場では台風や時化などによる網の損傷具合
の確認や資源の生育状況の把握を行ってい
ます．近年は水難現場での活用も広がって
おり，潜水士に先行して水中ドローンが対
象物の捜索を行うことで，潜水士の省力化
および安全性向上に寄与しています．

水中ドローンの需要は今後増加すること
が見込まれます．海洋資源の有効活用や海

洋保全への関心が高まっていることから，
活用の場はさらに広がりをみせることが予
想されます．さらに，エネルギーや通信な
どの海底インフラの需要も増加しており，
水中ドローンの活用はそのメンテナンスや
点検作業において不可欠な存在となるで
しょう．

今後の展開

NTTグループが提唱したIOWN構想で
は「超カバレッジ拡張」が謳われています．
現在の通信システムがカバーしきれていな
い洋上や海中での高速無線通信の実現に伴
い，水中ドローンを含む海洋IoT（Internet 
of Things）ソリューションは一気に加速し，
注目を集めることになるはずです．通信
キャリアとしての強みを活かしたさまざま
な技術を用いて，私たちにしかできないオ
リジナルの海洋IoTソリューションを実現

していきたいと考えています．

図 2　OISTサンゴプロジェクトで活躍している水中ドローン

塩田  幸平

海洋資源の有効活用や海洋保全への関心が高まっ
ていることから，水中ドローンは今後さらなる活躍
が期待されています．水中ドローンを含むドコモビ
ジネスらしい海洋IoTソリューションの実現に向けて
取り組んでいきます．

◆問い合わせ先
NTTコミュニケーションズ
PS本部　 5 G & IoTサービス部
IoTサービス部門
E-mail　iot_ocean_service ntt.com
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NTTコミュニケーションズが提供する
自律型人材育成プラットフォーム

新
にいたか

高　勇
ゆ う ひ

飛

NTTコミュニケーションズ

は じ め に

昨今，従業員の能力やスキルを最大限に
活用して企業価値向上につなげる「人的資
本経営」の重要性が認識されています．経
済産業省が公表する「人材版伊藤レポート
2.0」では，人材戦略に重要な要素として，
リスキリング・学び直し，従業員エンゲー
ジメントなどが挙げられており，企業はそ
うした環境にどのように適応し従業員体験

（Employee Experience：EX）を向上さ
せていくのか，経営課題の 1 つとなってい
ます．

NTT コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ（NTT 

Com）にて2023年12月に新たにサービス
リリースした「BoostPark」は，「ジョブ
のレコメンド」「学びのレコメンド」「人検
索」という 3 つの領域に関して，各従業員
にパーソナライズされた情報を提供し，最
適なマッチングを実現することが可能とな
ります（図 1 ）．

例えば，現在営業を行っている社員が「将
来人事業務をやってみたい・人事部に異動
してみたい」と思っている場合，人事に関
する社内のポストやプロジェクトがレコメ
ンドされ，併せて人事に関する学習コンテ
ンツがレコメンドされます．さらに，自身
で人事関連の仕事に従事する社員を検索や

ブックマーク登録することが可能です．こ
れらの機能によって，社内で気付かなかっ
たような成長機会を発見することや，めざ
すキャリアに対するロールモデルを見つけ
ることができると考えています．

サービスリリースに先駆け，docomo 
business Forum’23（dbF’23） の「 従 業
員エクスペリエンス」のブースに出展しま
した．BoostParkのブースでは，応対数が
2 日間で200件を超え，大盛況の結果で 
した．

実際にご来場された社外のお客さまから
は「コンセプトが新しい」「UIやデザイン
が社員に親しみやすい」「うちにもこういっ

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24993

DOI	 https://doi.org/10.60249/24025106

NTTコミュニケーションズ（NTT Com）では，自律型人材育成プラットフォー
ム「BoostPark」のサービスリリースを行いました．このサービスでは，従業
員のやりたいことに対し，ジョブ・学習がレコメンドされることによって，「自
分のキャリアを自分らしくプロデュースする社会の実現」をめざします．本稿で
は，サービスリリースに先駆け，docomo business Forum’23（dbF’23）に出
展した様子とBoostParkの詳細に加え，NTT Com全社導入のねらいや今後の
構想について紹介します．
キーワード：#人的資本経営，#自律型人材，#リスキリング

図 1　BoostParkの概要
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たものがあったら嬉しい」といったお声を
いただきました．

特にBoostParkのコンセプトについては，
お客さまからも良いフィードバックをいた
だきました．従来のHRサービスは「人事
部が主語」のサービスが多く，人事部目線
での社員管理およびキャリア形成を目的と
したツールが多かったと認識しています．
一方でBoostParkのコンセプトは，「社員
主語」になるため，社員起点でのキャリア
形成を重視しており，「上司と部下間」「人
事部と社員」といった関係性だけでなく，
社員が自ら機会を見つけることや，機会を
見つけるきっかけを生み出す社員どうしの
双方向コミュニケーションを大事にサービ
スの設計をしています．この点が最大の既
存サービスと異なる点かつ，今回お客さま
にご評価いただいていたポイントであると
認識しています．

BoostParkの概要

従業員は最初に，「やってみたい仕事」
や「興味関心ごと」「強化・克服したいこと」
といった従業員の未来に関する意思表示や，

「経験してきたこと」「得意分野・持ち味」
といった現在・過去に関する経験を入力し
ます．そうしたデータに基づいて，「未来
の目標に近づくジョブ」「すぐに活躍でき
るジョブ」といったジョブのレコメンドや
学習のレコメンドが提示されることで，最
適なプロジェクトや公募情報，自分が今学
ぶべきものを把握することができます（図
2 ）．これによって，社内に点在するキャ
リア形成の機会が一元化され，自身のやり
たい仕事を見つけるきっかけができます．
さらに，ロールモデルとなる社内人材や，
チャレンジしたいジョブに関連する人材を
検索できる機能では，その人の学習履歴や
経歴などを参考にすることができます．

BoostParkにおけるAIマッチング

従業員がBoostParkで「こんなことやっ
てみたい，興味がある」「自分は◯◯が得意」
など，直近の自分について入力いただいた
データやキャリアに関するフリーテキスト
データと，ジョブや学習の募集要項のテキ
ストデータを各々比較し，テキストの類似
度からマッチングスコアを算出し，独自の
しきい値を基にマッチング結果としておす
すめ度を表示しています．

さらに，2024年度には，生成AI（NTT
研究所の大規模言語モデル「tsuzumi」等）
を活用しながらBoostParkを進化させて
いくことを検討しています．例えば，対話
を通してBoostPark内に集約した社内の
チャレンジ機会・成長機会を紹介すること
に加え，対話の中で得られた興味キーワー
ドを使って「あなたはこんなことをやりた
いのでは」という意思表示データ案を自動

図2 BoostParkのUI

図 2　BoostParkのUI
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生成・提案することで，皆様のさらなるキャ
リア探索の後押しをアシストします．

BoostParkをNTT Com全社へ
導入

BoostParkは業界業種問わず，「ジョブ
型雇用」や「社員の自律型キャリア形成」「社
員エンゲージメントの向上」等をテーマに
取り組まれている大企業のお客さまを中心
に外販をしていくことを想定しているため，
NTT Comの従業員からフィードバックを
得ることでプロダクトの品質を向上させる
目的から，2023年11月から全社導入してい
ます．BoostParkのサービスを企画するう
えで，NTT Comヒューマンリソース部（HR
部）も参加し，HR部の自律型人材育成の
ノウハウを活かしたサービスづくりを行っ
ています．HR部では以前より「自律型人
材の育成」に注力しており，「この会社で
働き続けたい」と思える会社づくりをめざ
しています．図 3 に示すようなキャリア自
律サイクルを独自に設定しており，このサ

イクル活性化の手段としてBoostParkを
位置付けています．

例えば，Phase1における「自らのキャ
リアを考える機会・環境の提供」では，
BoostParkによってさまざまな機会を見つ
けることで，自身のキャリアを考えるきっ
かけづくりができると想定しています．ま
た，Phase2「自らキャリアを築くための
学びや働き方の選択肢の提供」についても，
ジョブや学習レコメンドによって自身の知
らなかった選択肢を見つけることで寄与で
きます．このようにキャリア自律サイクル
を回すための手段としてBoostParkは有
効だと考えています．

お わ り に

本稿では，NTT Comが新たに提供する
自律型人材育成プラットフォーム「Boost-
Park」について紹介しました．リリースし
て間もないため，現在はPoC等を実施い
ただけるお客さまを探しているフェーズで
あり，できる限り社外のお客さまにご活用

いただき，使用感等をフィードバックして
いただきたいと考えています．今後は社内
だけでなく，社外のお客さまへの提供はも
ちろん，外部パートナーとの連携も強めて
いきます．

新高  勇飛

BoostParkは2023年12月にリリースした新たなHR
サービスです．先行で当社全社導入をしており，今
後は社外に外販していきます．AIの高度化や外部
パートナーとの協創によりさらに進化を遂げていく
予定です．

◆問い合わせ先
NTTコミュニケーションズ
 スマートワールドビジネス部
スマートエデュケーション推進室
E-mail　boostpark ntt.com

図 3　キャリア自律サイクル

docomo business Forum'23開催報告 特 集 2

2024.238



2024.2 39

Fo
r 
th
e 
Fu
tu
re

メタバースの最新動向をフォーカス

こんな使い方はNG，「だから失敗
した」メタバース導入例

NTTグループのコンサルティングファー
ム，クニエが2023年 5 月に公開した「メタ
バースビジネス調査レポート」は，そのプ
レスリリースの副題が「500名への調査を
もとに導いた，事業化に失敗するメタバー
ス１3の特徴」でした（１）．失敗事例に着目し
た点がユニークであると同時に，メタバー
スを通じた成功事例創出の難しさを象徴的
に物語ってもいます．
■	実例から導き出された失敗する１3の
特徴
同調査では，「メタバースビジネスの取

り組み経験がある」と回答した3649人の
49.4％にあたる１803人が「事業化の成否が
明らかになっている」と回答しました．そ
のうち，メタバースビジネスの取り組み状
況に関する設問に対し，「事業化の社内審
査がおりた」「事業としてすでに運営して
いる」と回答したのはわずか8.１％にとど
まりました．クニエは，これらの回答者を

「成功層」とし，反対に 「事業化に向けた
検討が停滞している」「検討自体が中止さ
れた」といった回答者を「失敗層」と定め
ました．失敗層は実に9１.9％に上る結果と
なりました（図 1）．

クニエは，成功層と失敗層の回答者計
344人を対象に詳しく分析し，成功のカギ
や失敗の教訓を導き出しました．それらを

「事業化に失敗するメタバースビジネスの

特徴」として「既存ビジネスの延長線上に
位置付けてしまう」や「ビジネスモデルに
ついて，失敗層は成功層よりも設定した
キャッシュポイントの個数が少ない」など
１3の共通点としてまとめました（表）．さ

らにその１3の特徴を 3 つのパターン，すな
わち，「企画内容・ビジネスモデル」「検討
プロセス」「組織・体制」に類型化してい
ます．

期待と失望が渦巻くメタバース，
最前線を「温故知新」で読み解く －後編－
本稿では，「元祖メタバース」ともいえるSecond	Life（セカンドライフ）

の盛衰などを紹介した前編に引き続き，その後編として，メタバース事

業の展開にあたって看過できない「失敗の地雷原」を調査レポートから

読み解きます．そのうえで，国内の企業，自治体，大学などで進むメタバー

スの新たな注目事例について取り上げ，メタバース事業の成否を占います．

図 1 　メタバースビジネスの取り組み結果

表　事業化に失敗するメタバースビジネスの特徴
1

企画内容 ･
ビジネスモデル

既存ビジネスの延長線上に位置付けてしまう
2 “粘着性“のある企画になっていない
3 メタバースである合理性が説明できない
4 キャッシュポイントが少ないビジネスモデルの設計
5 現実離れしたコスト見積りで検討を進めてしまう
6

検討プロセス

ターゲットや課題 ･ニーズの明確化が不十分
7 業務プロセスが可視化できていない
8 事業リスクの分析と撤退条件の設定が曖昧
9 社内事例やユーザへの調査を実施していない
10

組織 ･体制

「新規事業開発」「技術領域」「デジタル領域」の専門人材の不足
11 企画検討に必要なノウハウがなく，初期段階から検討頓挫
12 社内外の支援が得られず，孤軍奮闘を余儀なくされる
13 上層部や既存事業からの要望に振り回され，意思決定も遅い

出典：クニエ「メタバースビジネス調査レポート」の資料を基に筆者作成

URL https://journal.ntt.co.jp/article/24995

DOI https://doi.org/10.60249/24022001
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■共通する「準備不足」感
9 割超も失敗していると聞けば，現在メ

タバース事業を展開中の会社の意気を消沈
させ，これから参入しようと考えていた会
社を及び腰にさせるには十分なインパクト
があります．しかし，過度に案ずる必要は
ありません．よくいわれるとおり，成功は
再現が難しい反面，失敗にはある程度の再
現性，共通性が認められます．クニエが試
みた分析の深掘りからは，「失敗すべく失
敗した」ともいえる，ある種の「準備不足」
の傾向がみて取れます．

例えば，「組織・体制」に分類された失
敗の特徴の １ つに「新規事業開発」「技術
領域」「デジタル領域」の専門性を持つ人
材の不足が挙げられています．この細目を
みると，「企画検討時の検討チームにそろっ
ていた人材要件」について，「新規事業開
発の専門性」を要件としていたのは，成功
層では実に半数の50.0％に上り，メタバー
ス事業展開に備える意識の高さがうかがえ
ます．一方，失敗層で「新規事業の専門性」
を要件としていたのは2１.2％にとどまりま
した（図 2）．成功層より実に28.8ポイン
ト低く，大きな開きがありました．

ほかに，顕著な差異がみられたのが，「企
画内容・ビジネスモデル」の「“粘着性“の
ある企画になっていない」でした．その細
目として，「多人数同時接続の機能の有無」
に関し，成功層は34.6％だったのに対し，
失敗層は29.5％と 6 倍以上の開きがありま
した．

そのほか，「ターゲットや課題・ニーズ
の具体化が不十分」など，企画が煮詰まら
ないまま，見切り発車で始めたとも見受け
られる企業が少なくないという実態が，調
査から浮き彫りとなりました．
■クニエの 4提言

これら１3の特徴すべてを改善したからと
いって，メタバースビジネスの成功が約束
されるわけではありません．ただ，前述の
とおり失敗を再現させないためにも，どこ
に「地雷」が埋まっているかを判断するう
えで，この調査リポートは示唆に富んでい
ます．

クニエは結論として以下の 4 つを提言し
ています．すなわち，「①メタバースに取

り組む意義を見つめ直し，不明確なら撤退
を視野に入れる」「②ユースケース起点で
はなく，顧客の課題・ニーズ起点で検討す
る」「③メタバースを取り巻く環境の変化
に備え，レジリエンスを高める」「④検討チー
ムは新たに組成し，新規事業の専門性を持
つ人材を投入する」です．

次節では， 4 番目の提言，「検討チーム
は新たに組成し，新規事業の専門性を持つ
人材を投入する」として詳説されている「ク
ロスファンクショナルチームの組成や，既
存組織から独立するための新会社の設立な
どの“仕組みづくり”」に着目し，メタバー
スにまつわる新組織設立をめぐる動きを中
心に紹介します．

メタバース部署，新設と撤廃をめぐ
るリアルな事情

■	自治体初，AI職員が活躍する鳥取県
庁“メタバース課”の斬新性
鳥取県は2023年 2 月，全国の自治体で初

となる「メタバース課」を新設しました（2）．
鳥取は少子高齢化，過疎化，それらに伴

う地域経済の衰退がもっとも深刻な県の １
つですが，「人口最少県」や「スタバはな
いがスナバ（砂場=鳥取砂丘）はある」と
自虐的にアピールしてきました．そうした
訴求策が功を奏し，メディアやSNSでた
びたび取り上げられ，話題や注意を喚起し
てきました．このたび打ち出した「メタバー
ス課」の新設も，全国自治体初という触れ
込みで注目を集めました．

そうした斬新なPR戦略は，平井伸治知
事が自ら広告塔となって担っています．
2023年 2 月の知事の定例記者会見では，「全
国で初めて都道府県でメタバース関係人口，
これを創るチャレンジをしてみたい」と意
気軒昂に語っていました．「（メタバースの）
世界に入ってくる方々と出会う機会，新た
なビジネスチャンス，プロモーションの １
つの舞台になり得る．鳥取県はまんが王国
として，そういうアニメテーストの方々の
行きたいところにもなってきている」とメ
タバース課新設のねらいや意義を説明して
います．

このメタバース課の「新たな県職員」と

図 2 　メタバース関連ビジネスの企画検討時のチームにそろっていた人材要件

図 3 　 メタバースで応答するAIアバターの
YAKAMIHIME
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いう設定で，古事記に登場する古代のプリ
ンセス「八上姫（YAKAMIHIME）」を採用
しました．AI（人工知能）搭載のアバター
職員で365日，24時間オンラインで県民ら
の応対や鳥取のPRに奔走するそうです．

実際に使ってみたところ，ChatGPTの
ような対話型生成AIのように，聞きたい
ことを入力すると，意図を汲み取って答え
てくれます（図 3）．英語など他言語に対
応するほか，くだけた話し言葉にも難なく
応答します．

平井知事は「AIのアバター（仮想の人物）
を使って自然なかたちで呼び掛ける，会話
ができる．リアルの人間だと １ 人の人とし
か会話できないが，（AIアバターは）何人
かと会話を同時にできる．そういう意味で
は効率良くAIを活用しながらのプロモー
ションはあり得る」と利点を強調してい 
ます．
■東京大学「メタバース工学部」の １年

教学面で先陣を切るのは，東京大学にで
きた「メタバース工学部」です．「すべて
の人々が最新の情報や工学の実践的スキル
を獲得して夢を実現できる社会の実現をめ
ざし，デジタル技術を駆使した工学分野に
おける教育の場」を旨として，2022年 9 月
に創設されました（3）．在学生や教職員はも
ちろん，学外にも広く開かれている点が特
徴で「東京大学大学院工学系研究科・工学
部が中心となり，産官学民一体となり，
DX人材の育成を進める」としています．

その一環として公開されている「バーチャ
ル東大」は，専用のWebサイトから指定
のURLに飛ぶだけで画面が切り替わり，東
大を模したメタバース空間が眼前に広がり
ます（4）．実在する「安田講堂」や東大のシ
ンボル「赤門」が再現され，実際に訪れた
気分に浸れます（図 4）．

例えば赤門を選択すると，門の正面に
ワープし，門扉が開いて構内へと誘い込ま
れます．広々とした構内を，PCのカーソ
ルキーやタッチパッドで操作し，図書館な
ど目的の場所へ移動したり，道すがらCG
の講義棟の壁面に据え付けられた大型スク
リーンの映像を眺めたりできます．揺らめ
くアイコンや目印など，思わずクリックし
たくなる仕掛けが随所にちりばめられ，好

奇心が刺激されます．ゲームのようであり
ながらリアルさも兼ね備えています．

ただ，ここまでは他の一般的なメタバー
スでも体験可能でしょう．東大のメタバー
ス工学部の真骨頂は，やはり教育と社会貢
献にあります．

メタバース工学部がもっとも力を入れる
１ つに「工学教育プログラム」があります．
特に中高生や保護者を対象に無料で提供し
ている「ジュニア工学教育プログラム（ジュ
ニア講座）」や，社会人の学び直しを後押
しする「リスキリング工学教育プログラム

（リスキリング講座）」を用意しています．
メタバースならではのオンラインの強みを
活かし，受講者は全国各地に広がってい 
ます．

ジュニア講座では「メタバースを作ろう」
「スマホで脈波を測ろう」といった子ども
の関心をそそるテーマがずらりと並びます．
受講者数は累計で数千人規模となり，人気
講座の受講希望は時に定員の１0倍を超える
といいます（5）．

一方，「リスキリング講座」は「Python
基礎」「アントレプレナーシップ」といっ
た題目で実践的な内容のテーマが用意され
ています．中には「プラチナ会員」に限定
されている講座もあります．

メタバース工学部は，「法人会員との連
携」も重視しており，プラチナ会員には鹿
島建設やソニー，リクルートといった企業
が名を連ね，下位にゴールド会員，シルバー
会員と続きランク分けされています．子ど
もたちに無料で学びの場を提供している反
面，法人会員や社会人向け講座を通じてマ
ネタイズを図ります．クニエのレポートに

あった「キャッシュポイントの少なさ」と
いう「地雷」はクリアできているように見
受けられ，したたかな戦略がうかがえます．

メタバース工学部の基礎となっているの
は，東大に20１8年 2 月に設立された「連携
研究機構バーチャルリアリティ教育研究セ
ンター」，通称「VRセンター」です．メタ
バースという言葉が喧伝されるようになる
以前から，医療分野などVR（仮想現実）
と関係の深い業界間，研究者どうしを結び
付ける役割を果たし，メタバースに通底す
るVR技術の発展に寄与してきました．

現在は，2023年 3 月に公表した「DE＆I
社会の実現にむけた産学連携による人材育
成の行動宣言」にならい，Diversity（多
様性），Equity（公平性），Inclusion（包
摂性）の体現を図っています．連携する参
画企業とともに誰も取り残さない教育をめ
ざしつつ， DX（デジタルトランスフォーメー
ション）人材の拡充に貢献していきます．
■阪和興業の企業内“メタバース”大学

メタバース工学部は，長年VRなどの仮
想空間技術を研究してきた東大ならではの
仕組みや工夫が光り，理念に賛同する多く
の企業が加わる構図でした．次に紹介する
ものもメタバースの“大学”です．とはいっ
ても，いわゆる大学ではなく，「企業内大学」
です．

立ち上げたのは，大阪に本社がある独立
系総合商社の阪和興業です．１947年創業の
歴史ある会社で，鉄鋼をはじめ幅広い商材
を扱い，部署も多岐にわたります．
「商社は人なり」を是とし，中期経営計

画で人財強化を謳い，2022年 6 月に企業内
大学「阪和ビジネススクール（Hanwa 

図 4　バーチャル東大に登場する「赤門」
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Business School）」を 創 設 し まし た（6）．
企業内大学自体，運営するには相当の人的，
資金的余力がないとできない珍しい取り組
みですが，それをメタバース空間で実現し
ようという阪和興業の野心的な挑戦は，注
目を集めました．
■	ディズニー，メタバース部門を廃止
の波紋
本節の最後に，海外の事例として，米国

のウォルト・ディズニーを取り上げます．
ウォルト・ディズニーのBob Chapek 

CEO（最高経営責任者）は2022年初，「物
理的な世界とデジタルな世界をより密接に
結びつければ，ディズニー・メタバースで
境界なく物語を伝えることができる」など
と述べ，参入に意欲をみせていました（7）．
そして，クニエの提言にあった「検討チー
ムは新たに組成し，新規事業の専門性を持
つ人材を投入する」を体現するように，50
人程度から成るメタバース部門を新たに立
ち上げ，その行方が注目されていました．
ディズニーが保有する知財を活用し，新し
い技術形式でインタラクティブなストーリー
を伝える方法を見つける任務を負っていた
とされます．

ところが，2022年１１月には大量解雇を伴
うコスト削減が検討されていると判明（8），
雲行きがあやしくなります．その直後，
Chapek氏のCEO退任と前任だったBob 
Iger氏のCEO復帰が決定，そして2023年
2 月に全従業員の約 3 ％にあたる7000人の
レイオフなどのコスト削減策が正式に発表
されました．背景には，「Disney+」をは
じめとするネットストリーミング事業での
激しい競争による収益悪化があるとされ
ます．

復帰したIger氏もメタバース開発に前向
きだったと伝わっていますが（9），収益改善
が喫緊の課題との大方針のもと，メタバー
ス部門の廃止も決まりました．発足からわ
ずか １ 年で全メンバーが解雇されることと
なります．

ディズニーはコンサルティング大手
McKinsey & Companyとの協議の末，人
員削減の規模などを最終決定したとされま
す．McKinseyといえば，メタバースの市
場価値が2030年に 5 兆ドルに上るとの分析・

予測も示していました（１0）．そのコンサル
ティングファームが，今回の大規模人員削
減の助言に回っていることに，メタバース
の短期的な収益化の難しさ，事業の優先度
の上げにくさがうかがえます．

メタバースビジネスの現場から

本稿の冒頭では，「 9 割が失敗」との後
ろ向きともいえるメタバースのリアルにつ
いて紹介しました．

一方，McKinseyとフィンランドの通信
機器大手Nokiaが2023年 3 月に日米など
6 カ国の自動車や物流，電力といった業界
の経営幹部ら860人を対象に行ったメタバー
ス活用調査によると， 9 割が「メタバース
施策を 2 年以内に開始予定」といった前向
きな調査もありました（１１）．たとえ遅々とし
ていても，活用は徐々に着実に広がり，成
功例やユースケースは増えていくはずです．

本稿の最後は，メタバースをビジネスに
活かそうと取り組む企業の最前線に迫り
ます．
■	NTTスマートコネクト×NTTデータ
NJK＝「3D教育メタバース」
NTT スマートコネクトとNTT データ

NJKは2023年 8 月，教育機関向け3Dメタ
バースサービスの提供を始めました（１2）．メ
タバースに新たな教育の場を設け，多様な
学びのあり方に寄与していきます．

教育現場では，文部科学省が推進する
「GIGAスクール構想」によりタブレット
端末などの配備が整い，オンラインによる
授業や遠隔地の学校どうしの交流が進んで
います．こうした動きを踏まえ，NTTグ
ループは，「地理的・時間的制約の解消」
や「仮想空間だからこそできる体験の提供」
などを目標に掲げ，教育に特化したメタバー
スサービスを提供開始しました．

具体的には，各校・教育機関の実態・要
望に合わせ，「教室や集会所」など「実際
の教育現場と同様の空間」を提供します．
その空間を通じ，「探究学習教材等との併
用による他校との交流学習の活性」や「海
外や地域産業との交流によるグローカル人
材の育成」，「不登校児童生徒の学習面・精

神面への支援としての活用」といったシー
ンでの活用に取り組んでいきます．
■	自動車大手 8社×cluster＝「爆創ク
ラブ」
自動車業界でもメタバース活用の機運が

高まっています．メーカー 8 社とメタバー
ス空間のプラットフォーム事業を手掛ける
cluster（クラスター）は2023年 9 月，自
動車業界にちなんだメタバースのゲーム「爆
創クラブ」をリリースしました（１3）（図 5）．
「爆創クラブ」は，当初はメーカー 8 社，

すなわちスズキ，SUBARU，ダイハツ工業，
トヨタ自動車，日産自動車，本田技研工業，
マツダ，三菱自動車工業の 8 社（五十音順）
との共同プロジェクトにより，開発されま
したが，協力の枠組みは現在，１2社まで拡
大しています．

その「爆創クラブ」内の仕掛けとして，「組
み立て倉庫」では「自分好みの車が自由に
創れる新体験」ができます．自分の好きな
部品と車を選んでカスタマイズでき，オリ
ジナルの車をつくれます． 9 カ所に最大１4
個のパーツを取り付けられ，「選ぶ，取る，
運ぶ，つける」の簡単な操作で組み立てる
ことができ，子どもや，メタバースに不慣
れな人も気軽に楽しめる仕様にしました．
つくったオリジナルの車は，メタバース内
の「展示エリア」で共有，公開することが
できます．

clusterのメタバースの特性でもある「創
る」体験にフォーカスし，バーチャル空間
上で「車をつくれる体験」=「モビリティ
クラフト」をベースに訴求しています．若
年層の「車離れ」がささやかれる中，物づ
くりの楽しさを通して子どもや若者にも車
に興味を持ってもらうきっかけを提供し
ます．
■	三菱UFJ銀行×NTTコノキュー＝
「メタバース×金融」
窓口業務の負担軽減，実店舗の縮小が進

む銀行をはじめとする金融業界にとって，
メタバースは活用の余地が大きい業界の １
つです．さまざまな検討が進む中，三菱
UFJ銀行とNTTコノキューは2023年 8 月，
メタバース市場の創造と発展に向けて新た
な事業機会創出に向け，協業を始めると発
表しました（１4）．
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同協業は，「生活者×事業者」のインサ
イトを起点に，メタバースならではの体験
価値の創造・多様な産業活用の可能性を追
求するとし，「メタバースの利活用に関す
る生活者・事業者調査」「コノキュー提供
のプラットフォーム“DOOR”を活用した
新たなユースケースの創出・検証」「多数
のパートナーとの新たな事業機会の模索」
を検討，推進すると言います．

両社は，メタバースに関するさまざまな
インタビュー調査や利用実態と意識調査を
すでに行い，生活者自身が言語化できてい
ない潜在的な欲求と事業者の課題と，複数
のユースケースアイデアにたどり着いたと
言います．中でも「なりたい自分を見つけ
るわくわく職業体験の場」をアイデアの １
つとして検討しています．今後，それらの
実証実験に向けた協議を進めつつ，多様な
事業・団体パートナーとの連携を想定して
います．

2024年はメタバースのリブートなる
か

前編で触れたとおり，メタバースは過度
に期待される時期を過ぎ，幻滅期を迎えて
いるのかもしれません．生成AIに話題を
さらわれた感もあるメタバースですが，
2024年に発売予定のAppleのHMD（ヘッ
ドマウントディスプレイ）「Vision Pro」
は2023年から早くも話題を呼んでおり，仮
想空間技術の分野に再び注目が集まりそう
です．

日本勢としても，シャープが2024年夏に
新型のHMDを商品化予定です．１00万人
超で盛況なメタバース上のVRイベント

「バーチャルマーケット」へ2023年１2月に
初出展したシャープは，本製品の実寸大
3Dモデルを展示しました．来場者（アバ
ター）が“手に取って”使い心地を確かめ
ら れ る 斬 新 な PR を 試 み，SNS の X（ 旧
Twitter）などで反響を呼びました（１5）．実
物 は１75 g で，2023年１0月 に Meta Plat-
forms が発売した最新鋭の HMD「Meta 
Quest 3 」の5１5 gと比べても軽く，「超
軽量」である点を訴求しています．

バーチャルマーケットを主催するHIKKY

の担当者は「メタバースの活用をめぐって
は各社が試行錯誤して苦戦も報じられる中，
成功しているユースケースは着実に増えつ
つある．2024年は新たなHMDの登場で市
場がさらに活気づきそうだ」と期待してい
ます．一方で，デバイスの進化だけではメ
タバースの本格普及は心もとないとも話し，

「メタバースの一事業者としてコンテンツ
の充実に貢献していきたい」と力を込めま
す．2023年１2月開催時の出展・協力企業は
過去最多の85に上り，業種やコンテンツの
ジャンルは多様化する傾向にあります．

メタバースの技術や利便性が次第に高ま
るにつれ，市場は広がっていくのではない
でしょうか．
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pr2022-07-2１-00１
（4）	 https://vr.u-tokyo.ac.jp/virtualUT/
（5）	 朝日新聞：“多様性掲げる東大メタバース工

学部　困窮家庭や難病の子向け講座
も，” 2023.3.26.
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図 5　メタバース上の「爆創クラブ」のイメージ
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機械翻訳は統計的機械翻訳からニュー
ラル翻訳，そしてLLMを活用した翻訳へ

現在，手掛けていらっしゃる研究について教えていただけま
すでしょうか．

機械翻訳における，日英対訳コーパスと単語対応に関する研究
を行っています．

前回（2021年 4 月号）は，統計的機械翻訳からニューラル翻訳
に変わる過渡期の話をさせていただきました．この数年間で急速

に普及が進んできたニューラル翻訳では，対訳データを収集する
ことが重要です．そこで，WebをクロールしてJParaCrawlと
いう2000万文対を超える日英対訳コーパスをつくった経験に基づ
いて，特許の対訳データをつくってみました．特許は公文書で，
日本でも米国等の海外でも特許出願の文書が全部公開されていま
す．私たちには大規模対訳データをつくるノウハウがあったので，
それを活用したところ 3 億文対を超える対訳データを日英特許対
訳コーパスとしてつくることができました（図 1）．

この技術の社会における応用として，海外への特許出願時等に
おける関連文書の作成・チェックが考えられます．海外への特許

生成AI（人工知能）ChatGPTが，急速に世の中で注目されてきています．
ChatGPTは，入力された文や単語を基に新たな文を生成して出力するもので，
特に指定がない限り入力文の言語で文が出力されます．ところが，出力の言語
を指示すると翻訳された文が出力される，機械翻訳としての利用が可能です．
20年以上にわたり自然言語処理とその応用である機械翻訳の研究に取り組んで
きた，NTT コミュニケーション科学基礎研究所 永田昌明上席特別研究員に，
商用化を控えた日英特許対訳コーパスによる機械翻訳，大規模言語モデル

（LLM）による翻訳の動向や特徴，そして研究プロセス ・ アイデアは「出会い」
だという思いについて伺いました．

NTTコミュニケーション科学基礎研究所
上席特別研究員

永田昌明 M a s a a k i  N a g a t a

進化 ・ 変化が著しい機械翻訳で，
より精度が高く使いやすい
システムをめざす

図 1　機械翻訳の歴史とNTTの研究開発

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/24997

DOI	 https://doi.org/10.60249/24021101
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出願時に作成する特許明細書等の特許関連文書の翻訳においては，
必要な権利を担保するために修飾・被修飾の関係の保持や適切な
技術用語の選定が重要であり，一般的な翻訳で重視される流暢性
をある程度犠牲にしてでも，論理的な正確さや厳密さが要求され
ます．こうした課題への対応を評価するために，三菱重工の日英
の特許明細書（請求項含む）を評価データとして，この日英特許
対訳文コーパスを用いて構築した特許専用翻訳エンジン，汎用翻
訳エンジン，および既存の特許専用翻訳エンジンの 3 種類のAI（人
工知能）自動翻訳エンジンによる翻訳結果について，三菱重工・
NTT両社の知的財産部門の特許出願業務を行う社員によって翻
訳品質の順位付けを行いました．評価結果として，平均順位はそ
れぞれ1.5位，2.0位，1.9位であり，この日英特許対訳文コーパス
を用いて構築した特許専用翻訳エンジンの翻訳結果がもっとも高
い順位でした．また，プロの翻訳家によって事前に作成された正
解翻訳との類似性を用いた自動評価（100点満点）についても，
汎用翻訳38.6点，既存特許専門翻訳44.0点であったのに対し，こ
の特許専門翻訳は57.5点と大幅な向上がみられました．今後は，
この日英特許対訳文コーパスを用いて構築した特許専用翻訳エン
ジンが，NTTグループ企業である株式会社みらい翻訳からサー
ビス提供される予定です．

さて，翻訳精度はかなり高くなったとはいえ，特許請求項のよ
うな長文になると翻訳精度が下がる傾向にあります.そこで，私
たちが考案した世界最高精度の単語対応の技術を用いて，長文の
翻訳精度を上げることができないか，あるいは誤訳もしくは誤訳
のおそれがある部分を自動的に指摘する仕組みをつくれないかと
いうのが直近の研究テーマです．また特許以外の分野での翻訳精
度向上については，ここ 1 年くらいの間に急激に広まってきた，
大規模言語モデル（LLM：Large Language Model）を活用する
ことを考えています．

LLMを活用した翻訳はどのように行われるのでしょうか．

LLMを使った機械翻訳は，ひと言で例えると，英語で多くの事
柄を学んだ多言語話者に，ある言語の文を別の言語に言い換えて
もらうようなものです．LLMによる翻訳と従来のニューラル翻訳
の違いを理解するためには，ニューラル翻訳からTransformer
を経てLLMが登場するまでの経緯を知る必要があります．ニュー
ラル翻訳では，文の意味を1000次元程度の実数ベクトルで表現し，
ある言語の入力文を数値ベクトルに変換するエンコーダ（符号化
器）と，この数値ベクトルを別の言語の出力文に変換するデコー
ダ（復号器）を連結して翻訳を実現します．初期のニューラル翻
訳では，単語を 1 つずつ入力して内部状態を更新し，内部状態に
基づいて単語を 1 つずつ出力する再帰ニューラルネットワーク

（RNN）を使ってエンコーダとデコーダを実現していました（図 2）．
入力文の終わり（end of sentence）を表す特殊記号<eos>が
入力された際のRNNの内部状態は，入力文のすべての単語の情
報を持っているので，これを入力文の意味表現（意味ベクトル）
とみなすことができます．たくさんの対訳データを使ってこの
RNNエンコーダデコーダモデルを訓練すると，例えば，互いに
翻訳になっている文の対である日本語の「これはペンです」と英
語の“this is a pen” の意味ベクトルが距離的に近い位置に配置さ
れるようになります．つまり文の類似度がベクトル空間の距離に
対応するようになるのです．このように 2 つの言語が 1 つのベク
トル空間を共有することで翻訳を実現するのがニューラル翻訳
です．

RNNを用いたエンコーダとデコーダは，入力文を固定長ベク
トルで表現するので長い文は表現能力が低い，単語を 1 つずつ入
力し 1 つずつ出力するので並列化が難しいといった課題がありま
す.そこで，注意機構（attention mechanism）と呼ばれる複数
の対象から情報を選択的に収集する仕組みを用いて，エンコーダ
は入力文のすべての単語から情報を取捨選択して入力文の各単語

図 2　ニューラル機械翻訳（RNNエンコーダデコーダモデル）
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ベクトルを再構成し，デコーダは再構成された入力文の各単語ベ
クトルと直前までに出力したすべての単語ベクトルから情報を取
捨選択して次に出力する単語を決める等の工夫を施した，
Transformerというニューラルネットが考案されました（図 3）．
TransformerはRNNエンコーダデコーダに比べて精度が高いだ
けでなく，注意機構によって並列化が可能になったため，大量の
対訳データを使って翻訳モデルを訓練したり，翻訳モデル自体を
大規模化することが可能になりました．前述の日英特許対訳文コー
パスもこのTransformerを利用して翻訳モデルを作成しています． 

さて，生成AI，ChatGPTのベースとなっているGPT（Gener-
ative Pre-trained Transformer）- 3 というLLMが注目されてい
ます．これは，その名のとおりTransformerからデコーダだけを
取り出し，モデルを大きくして大量のテキストデータで訓練した
ものです．Transformerデコーダだけのモデルは，直前までに出
力したすべての単語ベクトルから注意機構を用いて情報を取捨選
択して次に出力する単語を決めるニューラルネットワークであり，
言語生成モデルまたは言語モデルと呼ばれます．GPT- 3 の場合
は96層，175 Billion（B）パラメータのモデルを0.3 Tera（T）トークン
のテキストで訓練しています．それ以前の翻訳モデルや言語モデ

ルに比べて約1000倍大きいのでLLMと呼ばれます．GPT- 3 をベー
スとして作成された対話システムChatGPTは日本語で違和感な
く利用可能ですし，なぜか翻訳もできてしまいます．しかし，
GPT- 3 の訓練データはほとんどが英語で，日本語は全体の0.2％
程度しかありません．ChatGPTが英語以外の言語でも違和感な
く使える理由まだ解明されていませんが，おそらくGPT- 3 の訓
練データに含まれるすべての言語が，単語のような細かな粒度で
1 つの意味ベクトル空間を共有しているためと思われます（図 4）．
LLMによる翻訳は，例えば日英バイリンガルな人が日本語で聞い
たことを反射的に英語で話しているようなものといえるでしょう．

GPTが急速に進化していますが，機械翻訳という観点から
今後どのようになっていくのでしょうか．

LLMによる機械翻訳について，現段階において翻訳精度は従来
のニューラル翻訳と同等ですが，パラメータ数はニューラル翻訳
の1000倍もあるため，明らかに処理は遅くなります．さらに，規
模が大きいゆえに作成・運用が大変だという課題もあります．し
たがって，従来型のニューラル翻訳はなくならないのではないか

図 3　ニューラル機械翻訳（Transformer）



2024.2 47

挑
戦
す
る

研
究
者
た
ち

CHALLENGERS

と予測します．とはいえ，現実としてChatGPTによる翻訳がユー
ザに支持されているのも事実です．これは，長い文脈の考慮，文
体や用語の指定，入出力フォーマット変換等，何でもできるとこ
ろと，それらを自然言語でコントロールできることにあると思い
ます．

こうした状況において，今後の機械翻訳研究としては，LLMを
用いた機械翻訳の品質評価，誤りの検出と訂正，事実性の確認，
ジェンダーバイアス等のバイアスの検出等が課題になると考えら
れます．さらに，現在の巨大で全能な知能をつくる流れは限界が
ありどこかで止まることが予想されるので，プロの翻訳者の使い
方を反映した指示チューニング用データを作成し，機械翻訳とそ
の周辺機能を自然言語で指示できるようカスタマイズされた，10 
B前後の小さめのLLMによる「翻訳アシスタント」を開発するこ
とが今後の課題になると考えています．

研究プロセスやアイデアは「出会い」だ．
試行錯誤で出会うチャンスを増やす

研究者として心掛けていることを教えてください．

これまでの経験の中で，あらかじめ落としどころを狙って進め
てきた研究はうまくいかなかったことが多かったように感じます．
試しにやってみたら新しい結果につながったようなこと，例えば，
前述のLLMによる翻訳において，普通に対訳データでLLMをファ
インチューンしても上手くいかず，試行錯誤していく中で，上手
くいくパターンが見つかりました．このようないいプロセスやい
いアイデア等はある種の出会いなのではないかと思います．

そこで，「出会う」機会を多く持つために，共同研究を含めて
人との出会い，そして試行錯誤を大切にしています．共同研究に
おいては，極力重なる部分がないように，そして先入観を持たず
にいろいろと試行錯誤を繰り返すのですが，各人が自分の思うこ
とを勝手にやることもあり，逆にこれがいい結果につながること

もあります．また，こうした「出会い」は，技術の変革期に多く
あるのではないかと思います．変革期であるがゆえに，確立され
たものがほとんどない状態なので，必然的に試行錯誤が多くなる
からです．現在はLLMの登場でまさに変革期の中にあり，いいチャ
ンスなので，翻訳の切り口から試行錯誤に注力していきたいと思
います．

後進の研究者へのメッセージをお願いします．

私は元々自然言語処理をテーマにしていたのですが，ここ20年
くらいは自然言語処理の 1 つである翻訳に関するテーマに取り組
んでいます．私は外国語を学ぶことが趣味なので，この分野は私
が興味を持っている分野なのです．基礎研究は一般的に息の長い
研究なので，興味を持ち続けることができなければ，長期にわたっ
て取り組むことはできません．また，長く同じ分野にいると，研
究を取り巻く外的要因は時々刻々と変化していくので，それにつ
いていくための勉強もしなければならないのですが，1 本筋の通っ
たものを持っていることで，自分を見失うことなく前進すること
ができます．

さて，前回は「人と違ったことをしていい意味で物議をかもす」
ようなことを言いましたが，異なることを言っているわけではあ
りません．研究者である以上，何か新しいことをやる，新しい知
見を得る，新しい技術をつくるといったことは常に意識しなけれ
ばならず，それは同じ分野の中であっても必要なことで，まさに
人と違ったことをすることなのです．そうすると，新しいことに
取り組むためには，今を知らなければならず，最先端の技術を勉
強したうえで，試行錯誤をしなければなりません．その試行錯誤
は 1 人でできないことが多いので，いろいろな人とさまざまな方
向を試していく，それを行うためには議論が必要になってくるの
です．こうした試行錯誤のプロセスを繰り返す先に解が見つかる
のではないでしょうか．

図 4　言語モデルの多言語性（multilinguality）
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「CoE」と「R&D」の両輪でメディア
AIの技術開発に取り組む

現在の業務の概要をお聞かせください．

NTTコミュニケーションズ イノベーションセンター テクノロ
ジー部門で，画像や映像・言語などメディアを対象とするAI（人
工知能）の技術開発に取り組むプロジェクト（メディアAIプロジェ
クト）のリーダーを担当しています．2024年 2 月現在，メディア
AIプロジェクトは創設 3 年目で，本務のメンバー 7 名を中心にメ
ディアAIに関する「CoE（Center of Excellence）」と「R&D

（Research & Development）」に取り組んでいます．CoE活動
では，NTTコミュニケーションズでビジネスを推進している，あ
るいは新たに立ち上げようとしている部署からの要望を受け，そ
れにこたえる技術検証，システム開発，カスタマイズを行ってい
ます．一方R&D活動では，プロジェクトメンバーがエンジニア・
研究者の視点で取り組むべきテーマを選定し，数年先等の事業貢
献を見据えた技術調査，研究開発，そしてそれらのPR活動を推
進しています．

テクノロジー部門で取り組むICT技術群の中で，メディアAIは
もっともアプリケーションに近い技術領域の 1 つです．NTTコミュ
ニケーションズが手掛ける広範なビジネス領域で求められるメディ
アAIの機能は多岐にわたるのですが，技術の新陳代謝の極めて
速いAI分野で，事業部やお客さまのニーズにいかに正確かつスピー
ディにこたえていくかは私たちの大きなチャレンジとなっています．
そのためには事業部ひいてはお客さまのニーズに直接こたえる

「CoE」活動はもちろんのこと，いわゆるシーズに基づく「R&D」
活動を並行して進めていくことが極めて重要であると私は考えて
います．

「CoE」活動について，いくつか事例を紹介いただけますか．

「CoE」に関する最近の事例として，「COTOHA Takumi Eyes
向け新機能開発・既存機能高度化」と「除雪業務効率化に向けた
メディアAI機能の開発」を紹介します．

まず 1 番目について，COTOHA Takumi Eyes（1）は，防犯やマー
ケティング，おもてなしなどの領域に応用可能なNTTコミュニケー
ションズの映像解析AIソリューションです．COTOHA Takumi 
Eyesはさまざまな映像解析機能を有していますが，新規顧客へ
の提案を行う中で「人物全身のうち特定の領域（例えば靴等）に
フォーカスし，その領域における対象の見え方に基づく画像検索
を行いたい」といった，従来にない機能に関するニーズと，ユー
ザ体験向上のためには「既存の映像解析機能の推論の高速化が必
要」といった要件が浮き彫りになりました．これら要望を受けメ
ディアAIプロジェクトで技術検証を行い，前者のニーズにこたえ
る技術として，画像中で注目すべき領域を特定する機構を導入し
た人物画像検索技術（図 1）を開発し，従来技術に対し約20％の
検索性能改善を達成しました．また後者についてはAI推論高速
化（TensorRT）のノウハウを活用し，認識性能を劣化させるこ
となく 2 倍以上の高速化を実現させました．両機能とも最新の
COTOHA Takumi Eyesに搭載されており，お客さまから高い
評価を受けています．特に前者の機能は特許出願中であり，類似

2023年はLLM（Large Language Model）をはじめとする生成AI（人工
知能）が大きな注目を集めました．これに連動するように，AI技術全体への
期待も今まで以上に高まってきています．一方で，AI技術の新陳代謝は加速
度的に進んでおり，先進的なAI技術をお客さまが求めるサービスやソリューショ
ンとして提供することの難易度も上がり続けています．こうした環境の中，
NTTコミュニケーションズ イノベーションセンターで，画像や映像 ・ 言語な
どメディアを対象とするAI技術（メディアAI技術）の開発に取り組む田良島
周平氏に，プロジェクトのこれまでの取り組みと今後のチャレンジについて伺
いました．

NTTコミュニケーションズ
イノベーションセンター　テクノロジー部門　担当課長

田良島周平 S h u h e i  T a r a s h i m a

NTTにおけるメディアAI技術の
ハブとなるチームの構築を
めざして

URL	 https:///journal.ntt.co.jp/article/24999

DOI	 https://doi.org/10.60249/24021201
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ソリューションに対するCOTOHA Takumi Eyesの差別化機能
として大きく注目されています．

2 番目では，NTTコミュニケーションズが自治体に提供してい
る積雪状況可視化プラットフォーム（2）に除雪業務の効率化に資す
るようなAIを追加すべく，地方自治体のお客さまとの共同実験と
して機能の具体化と開発に取り組んでいます．ドライブレコーダ
や車載カメラから得られる映像の解析技術の一種といえますが，「除
雪業務の効率化に資するようなメディアAI」に関する既存の取り
組みは存在せず，取り組み開始時点ではそもそもAIでどのよう
なことができればよいのかすら自明ではありませんでした．私た
ちは事業部と連携しつつお客さまと複数回にわたって議論を重ね，
関係者全員が納得できる機能を特定してきました．現在は，特定
した機能を精度良く実現すべく，学習に用いられるデータが希少
な状況下でも正確な判定が行えるようモデルや学習方法を検証し
ており，ポジティブな結果が得られつつあります（図 2）．豪雪
地帯では，積雪は交通機関や電気などの生活インフラに多大な影
響を及ぼしており，自治体では除雪関連業務に多大なコストと労
力をかけています．今後は本機能の改善に加え積雪状況可視化プ
ラットフォームへの導入や他自治体様への導入支援にも取り組み，
除雪関連業務のコストと労力の削減に，より貢献していきたいと

考えています．
これら以外にも，AI空調制御クラウド（3）サービスに資するメディ

アAI機能を提供したり，データセンタ向け新ソリューションや宇
宙関連新事業の創出にメディアAIの観点で貢献したりするといっ
た取り組みにも着手しています．現状社内でのクローズドな取り
組みが多いのですが，遠くない未来に広く外部にもPRできるよう，
プロジェクトメンバーと各案件を成功に導いていきたいと考えて
います．

「R&D」活動ではどのような取り組みを行っているのでしょ
うか．

まず，メディアAIプロジェクトで特に着目している技術の 1 つ
にNeRF（Neural Radiance Fields）があります．NeRFはAIで
高品質な自由視点画像・映像を生成する技術として近年特に注目
されており，すでに実用化されているフォトグラメトリベースの
方法と比較して光学現象を精緻に再現できるというメリットがあ
ります．NeRFの処理は大きくモデル学習とその推論に分けるこ
とができますが，メディアAIプロジェクトではその両者について
ノウハウ蓄積や技術研鑽を行っています．まずモデル学習につい

図 2　除雪業務の効率化に資するようなメディアAI機能の開発

図 1　画像中で注目すべき領域を特定する機構を導入した人物画像検索技術

本技術により，右の例では，クエリの靴領域に着目し，見え
の似た靴を履いた人物の画像をデータベースから検索できる．
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ては，モデル学習にあたって入力画像・映像間の相対位置を決定
する必要があり，これは各画像から抽出される局所特徴点のマッ
チング（画像マッチング）で実現されることが一般的です．この
技術を磨くため，当該タスクの正確さを競う国際コンペ「Image 
Matching Challenge 2023（4）」にプロジェクトで参加し，試行錯
誤の結果入賞（494チーム中94位，Bronzeメダル）を果たしまし
た．コンペ参加を通じて培った技術は，NeRFだけでなく前述の

「CoE」活動へも応用を進めています．次に推論について，さま
ざま存在する課題のうち私たちは特に「推論に時間がかかる」点
に着目し，その時間の短縮につながる手法の開発を進めています．
こちらについても，2023年に発表された技術に対し約 5 倍程度の
高速化を達成しており，その成果を含む内容を2023年の映像情報
メディア学会冬季大会内で招待講演として発表しました（5）．

上記のような成果が出つつあるものの，NeRFの実行には依然
GPU（Graphics Processing Unit）等の高性能なAI計算リソー
スを必要とします．今後は，エンドユーザの手元にそのようなリ
ソースがない状況でも遅延なくNeRFアプリケーションを実行可
能とするため，NTTドコモのモバイルエッジコンピューティング

（docomo MEC（6））やNTTのオールフォトニクス・ネットワー
ク（IOWN APN（7））との連携にも取り組んでいきたいと考えて
います．

R&Dの結果新しい技術の創出につながった際には，特許出願
や学会などの対外イベントへの投稿・発表にも積極的に取り組ん
でいます．2023年には，コンピュータビジョン分野最高峰の国際
会議の 1 つであるICCV 2023の併設ワークショップにて，テキス
トをクエリとしてその内容に合致する人物画像をデータベースか
ら検索するクロスモーダル人物検索技術（図 3）の発表（8）や，
BMVC 2023という同分野難関国際会議にて，東京都立大学との

共同研究成果として，スポーツの映像におけるボールをはじめと
する，小さな物体の検出追跡技術（図 4）の発表（9）等を行いました．
特許出願や対外発表につながる技術は「CoE」活動に取り組む中
で着想が得られるものも少なくありません．今後はこれらR&D
の成果をCoEへも還元できるよう，技術の応用可能性を模索し
ていきたいと考えています．

NTTコミュニケーションズ・NTTドコモ
グループ・NTTグループにおけるメディ
アAI技術のハブとなり得るチームをつ
くり上げることがミッション

プロジェクトでの技術研鑽にはどのように取り組んでいますか．

まずメディアAIプロジェクト内では，毎週の定例ミーティング
の中で，メンバー持ち回りで勉強会を開催しています．トピック
について限定はしておらず，論文調査を行うメンバーもいれば分
野のビジネス動向を調査するメンバーもいますし，中にはUn
real Engine5等のゲームエンジン上でウォークスルー可能なバー
チャルオフィスを構築して紹介してくれるメンバーもいます．ま
た部署を横断した勉強会も定期的に開催しており，例えば前述の
COTOHA Takumi Eyesの開発チームとは，コンピュータビジョ
ン分野のトップカンファレンスであるCVPR 2023に共に参加し社
内外で参加報告を実施しました．これらの勉強会を開催する中で
意識していることの 1 つは，勉強調査する中で得られた知識を外
部に向けアウトプットするという点です．幸いNTTコミュニケー
ションズには開発者ブログという外部公開の場があるので，外部
イベント参加の報告や勉強会資料は積極的にブログへ投稿させて

図 3　クロスモーダル人物検索技術
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もらっています（10）．

NTTコミュニケーションズでの業務の魅力を教えてください．

私は，NTTに入社以来約 7 年間NTT研究所に在籍していたの
ですが，その後 NTTコミュニケーションズに異動することで，
事業部あるいはお客さまの声をより直接的に聞くことができるよ
うになったと感じています．この声にこたえるアプローチはさま
ざま考えられ，成熟した技術で対応可能である場合にはそれを迅
速に適用すればよいですし，該当する技術がないのであれば既存
の技術を組み合わせたり，あるいはゼロからつくり上げたりして
いくことになります．このように，ニーズと必要な技術に応じて
適切なアプローチを主体的に選択できるという点は，NTTコミュ
ニケーションズで私が所属している組織における業務の魅力の 1
つだと感じています．

業務で今後取り組みたいことを教えてください．

先ほどさまざまなアプローチを主体的に選択できると申し上げ
ましたが，それは取り組むべき業務の範囲が極めて広範であるこ
とも意味しています．現時点でメディアAIプロジェクトに所属す
るメンバーは決して多いわけではなく，実際には聞こえてくるニー
ズの中で十分対応しきれていない「CoE」施策や，取り組みたい
のに手が付けられていない「R&D」トピックが存在しています．
メディアAIプロジェクトでの技術開発をよりスケール・加速させ
られる体制を構築することが，今後の私の最も大きなミッション
の 1 つです．

アプローチの 1 つは，プロジェクトの拡大と各メンバーの成長
促進です．私たちの取り組みの発信を通じて仲間になってくださ
る方をNTT内外から集めることと，メンバーの成長機会を創出
することに積極的に取り組んでいきたいです．

また，もう 1 つのアプローチとして，プロジェクト外の組織と
連携を拡大していくことも重要だと考えています．私はNTT研
究所で研究活動に取り組む中で，研究開発に長けたNTT内外の
方々とのヒューマンネットワークを得ることができました．今後
はこのヒューマンネットワークを，プロジェクトの「CoE」と「R&D」
によりよく活かす方法を模索していきたいと思っています．典型

的な方法はNTT研究所の技術を成果提供で受け取ることだと認
識していますが，特に技術の新陳代謝が極めて速いAI領域では，
これ以外の方法も模索すべきではないかと考えています．例えば
研究者・エンジニアの交流の場を設けたり，事業会社で技術に精
通した私たちから研究所に取り組んでほしいテーマを提案したり
するなど，新しい連携のあり方の創出にも取り組んでいきたいです．

これらの取り組みを通じて，NTTコミュニケーションズ・NTT
ドコモグループ・NTTグループにおけるメディアAI技術のハブ
となり得る組織をつくり上げていきたいと考えています．

社内外の技術者へメッセージをお願いします．

NTTグループ・NTTドコモグループ・NTTコミュニケーショ
ンズの中でもAI技術への注目度は非常に高くなっています．現在
私たちは本務 7 名でメディアAIの技術開発に取り組んでいますが，
今後はその取り組みをより拡大・加速させていく予定です．私た
ちと一緒にその活動に取り組んでいただける方をNTTグループ
内外から募集しております（11），（12）ので，もしご興味を持っていた
だけましたらぜひご応募・ご検討いただけると嬉しいです．よろ
しくお願いいたします．

■参考文献
（1） https://www.ntt.com/business/solutions/enterprise-

application-management/takumieyes.html 
（2） https://www.ntt.com/about-us/press-releases/news/

article/2022/0204.html 
（3） https://www.ntt.com/business/services/aiaccontrol.html 
（4） https://www.kaggle.com/competitions/image-matching-

challenge-2023
（5） https://www.ite.or.jp/winter/2023/program/feature/#S5
（6） https://www.mec.docomo.ne.jp/index.html
（7） https://www.ntt.com/about-us/technology-strategy.html 
（8） https://openaccess.thecvf.com/content/ICCV2023W/CLVL/

html/Fujii_BiLMa_Bidirectional_Local-Matching_for_Text-
based_Person_Re-identification_ICCVW_2023_paper.html

（9） https://proceedings.bmvc2023.org/310/
（10） https://engineers.ntt.com/archive/category/%E3%83%A1%E

3%83%87%E3%82%A3%E3%82%A2AI
（11） NTTグループ公募 NTTコミュニケーションズの募集ポスト 【IC】メディ

アAI技術の開発検証【イノベーションセンター】  
https://n-jobboard.bnccloud.net/jcs/Pages/A001.aspx

（12） https://hrmos.co/pages/nttcom0033/jobs/1928706488764108823

図 4　小さな物体の検出・追跡
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明日のトップランナー

「電波伝搬特性の推定・予測技術によ
る完全な無線通信の実現」
現在のネットワークは，多様な無線通信システムにより絶え間なく進化を続
けています．無線通信は今や至る所で日常に溶け込み，私たちの生活に恩恵を
もたらしています．しかし今後の無線通信はさらなる複雑化が予測されており，
これに対応するため無線ネットワークの進化もまた求められています．今回は「人
がネットワークを意識せずに使いこなせるようにしていくことが大事」と話す佐々
木元晴特別研究員に，「電波伝搬特性の推定・予測技術による完全な無線通信
の実現」の研究などトップランナーに向かう取り組みについてお話しを伺いました．

◆ PROFILE：2009年九州大学大学院博士前期課程修了．同年，日本電信電話株式会社入
社．NTT アクセスサービスシステム研究所に所属．2015年九州大学大学院博士後期課程修了．
2022年よりNTT アクセスサービスシステム研究所特別研究員．電波伝搬特性の瞬時の推定技
術・未来の特性予測技術の研究開発に従事．2013年電子情報通信学会論文賞，2016年 IEEE 
AP-S Japan Young Engineer Award，2019年日本ITU協会賞奨励賞．

NTTアクセスサービスシステム研究所
特別研究員

複雑な無線ネットワークの課題を克服して� �
“完全な”無線通信を実現

■「電波伝搬特性の推定・予測技術による完全な無線通信の実現」
とはどのようなご研究でしょうか．

「電波伝搬特性の推定・予測技術による完全な無線通信の実現」
では，主に ２ つの研究を行っています．まず 1 つは各種センシン
グデータを活用して電波伝搬特性を瞬時に推定し，さらに未来の
特性を予測する技術です．そしてもう 1 つは，この電波伝搬特性
の推定・予測技術を活用して，無線通信システムのユーザやシス
テム提供者が意図せずシステム全体に協力的に振る舞うインセン
ティブコントロール技術です．この ２ つの技術を確立することに
よって，最終的にはさまざまな無線通信システムが高度に連携・
統合する “完全な” 無線通信の実現をめざしています．

この研究の背景として，現在では公衆セルラが4G（第 4 世代
移動通信システム）/LTE（Long Term Evolution）から5G（第
5 世代移動通信システム）へ発展し，ローカル5Gなどの自営セ
ルラや無線LANに加え，LPWA（Low Power Wide Area）の
ようなIoT（Internet of Things）向けの無線通信システムなど，
広範な周波数帯において多種多様な無線通信システムが拡大して
います．今後はさらにIoTやM２M（Machine to Machine）と
いった多種多様な用途が広がる見込みで，無線通信システムとそ
の使われ方は一層複雑化していくと考えられます．このような状
況の中で，時々刻々と変化するユーザの通信要求を処理するため
には，複雑な無線ネットワークを適切に活用してくことが必要不
可欠です．しかし一方で，複雑な無線ネットワークを上手く使い

こなすことは一筋縄でいかず，電波状況の変動により高品質･安
定的な利用が担保できなくなる（電波の不完全性），一時的なト
ラフィック増加時に空いている他の無線システムを簡単に利用す
ることが難しい（利用方法の不完全性）など，さまざまな課題が
あります（図 １）．このような複雑化した無線ネットワークの課
題を克服するのが，私が研究している「電波伝搬特性の推定・予
測技術による完全な無線通信の実現」です．

■具体的にどのようなご研究をされているのでしょうか．
私はNTTに入社以来，無線通信システム構築の基礎となる電

波伝搬特性の把握やモデル化といった研究開発に取り組んできま
した．そこでは事業会社の無線通信に関するトラブルに携わるこ
とも多く，もっとも頻繁に聞いたのは「電波が目に見えないため
どのように飛んでいるか分からない」という電波の特性に端を発
する相談事でした．また「実際には電波はちゃんと飛んでいるが，
他の利用者の無線通信の利用状況などによって通信品質が悪くな
る」という声も多く聞いていました．こうして実際に事業会社か
らの声にきっかけを得て研究を始めました．

目に見えない電波の挙動の把握を，さまざまな電波状況を瞬時
の推定・将来予測により可能にします．具体的なアプローチとして，
まずは建物・CAD・BIM（Building Information Modeling）デー
タなどの静的な情報だけではなく，画像・LiDAR（Light Detec-
tion and Ranging）・測位データなどの動的なデータを含めた各
種センシングデータを集めます．そしてこのデータから各種変動
分布のパラメータを用いて，電波の確率的な振る舞いを含めた予
測をすることで，従来では不可能とされていた伝搬変動の瞬時推

佐々木元晴 M o t o h a r u  S a s a k i

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/25001

DOI	 https://doi.org/10.60249/24021301



2024.2 53

明
日
の

ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー

TOP RUNNER

定・未来の特性予測が可能になるのです．この技術確立によって，
各端末・基地局が周囲の電波伝搬環境を把握可能になり，無線通
信を最適化できると考えています．

さらに無線通信システムの管理者や利用者に対してインセンティ
ブをうまく設定して，各人が意図せずにシステム全体に協力的に
振る舞うようなインセンティブコントロール技術にも取り組んで
います．ここではブロックチェーンを用いた無線ネットワーク共
用の仕組みにより，ユーザとシステム提供者が自然とお互いに協

力し合い，さまざまな無線通信システムがあたかも統合された 1
つのシステムとして動作するようになります．これにより，従来
の「他者と無線リソースを棲み分ける・奪い合う世界」から「協
力し合う世界」をめざしています（図 ２）．

■ご研究で苦労されているのはどのような点でしょうか．
電波伝搬特性の推定･予測技術では，特に公衆セルラのような

商用利用されているネットワークの場合に，把握不可能な情報が

図 1　複雑な無線ネットワークにおける課題

図 2　研究の概要
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ある中で推定･予測を行わなければならないのが難しい点です．
例えば従来の電波伝搬特性の検討では，基地局位置と端末位置両
方が既知である前提の検討が主で，距離によってどの程度電波が
減衰するかなど類推が容易でした．しかし本研究では，基地局位
置や細かいネットワーク側のパラメータを未知として扱わなけれ
ばならないこともあります．そのため，さまざまな周囲の情報や
端末で把握可能なパラメータから，データ分析をとおして推定･
予測可能な情報に置き換えていくところが取り組みのメインとなっ
ています．

そしてインセンティブコントロール技術では，ブロックチェー
ンを活用した技術の研究開発を進めており，「無線通信　ブロッ
クチェーン」という新しい領域での取り組みに苦労しています．
これまで無線通信分野では，ブロックチェーンの考え方を取り入
れるのは前例のないことでした．そのため事業会社でのサービス
化に向けては無線通信とブロックチェーンの両方にノウハウが必
要となり，事業会社における単一組織での対応は大きなハードル
があると考えています．またこのようなブロックチェーンを用い
て無線LAN AP（アクセスポイント）を共用するという仕組みは，
現状の法制度との整合も新たに考えるべき点があり課題と認識し
ています．

■これまでのご研究の成果を教えてください．
電波伝搬特性の推定・予測技術については， 5 秒程度先の受信

電力などの無線通信品質を予測する技術として確立し，移動ロボッ
トの無線通信の安定化などを目的とした事業会社とのPoC（Proof 
of Concept）やデモなどで活用しています．さらに現在では，
受信電力などから通信速度などの無線通信品質を予測する技術へ

と発展させて検討を進めています．またインセンティブコントロー
ル技術では，ブロックチェーンを用いてさまざまな個人が持つ無
線LAN APを共用するという技術の実証実験を行い，２0２3年 4 月
に報道発表を行いました．今まで通信分野でブロックチェーンの
仕組みを用いるという検討はされていたものの，このような活用
方法はほとんどありませんでした．そうした背景もあり，この研
究は多方で驚きや賞賛の反響をいただき，今後の実装を強く期待
していただいています．

今後の研究の見通しとして，伝搬特性の推定･予測技術につい
ては技術発展を進めながら事業会社等との実証実験などにより効
果の実証を進め，IOWN（Innovative Optical and Wireless 
Network）時代の技術として実用化を進めていく予定です．ま
たインセンティブコントロール技術については２0２4年度にいった
ん技術確立を行い，サービス化へ向けて進展させていきたいと考
えています（図 ３）．

IOWNの未来を加速させる “成果を出す” 研究
にこだわる

■ご研究内容とNTTが提唱するIOWN構想とのかかわりについ
て教えてください．
IOWN構想によって実現される，超高速・超低遅延な通信サー

ビスをユーザの端末まで届けるためには，無線通信の活用が重要
な要素の 1 つです．現状の無線通信システムでは，提供できるス
ループット・距離・消費電力・品質の安定性などをネットワーク
事業者などがそれぞれの特徴に応じて必要なものを選択し，シス
テム構築し，サービス提供しています．IOWNの世界では，これ

×

図 3　研究テーマのめざす世界観：完全な無線通信
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らの無線方式の違いをユーザが意識することなく自然につながり，
必要な無線通信の性能を得られることをめざしています．このよ
うなサービスのコンセプトはエクストリームNaaS（Network 
as a Service）と呼ばれており，私の研究ではその提供基盤の実
現に向けて取り組んでいます．

またエクストリームNaaSを実現するための技術として，複数
の無線通信システムを組み合わせナチュラルな使用感を実現する
制御技術群をNTT研究所ではCradio®と名付け，研究開発を進
めています．こちらの研究でも目標の実現・加速を支え，IOWN
の基盤となる技術として貢献します．

■NTT研究所にはどのような印象をお持ちでしょうか．
NTTアクセスサービスシステム研究所は，NTTビルからお客

さままでのアクセス回線を支える研究開発を幅広く行っています．
世界を相手にした学術的な成果や標準化などの成果のみならず，
事業会社とのつながりも強いためサービスにおける課題を解決す
るなど直接的な実用面での貢献も多く，「世界最先端･現場最先端
の研究開発を行う」とうたっているとおりの研究所と認識してい
ます．私は修士 1 年のときにインターンシップでNTT研究所へ
来て，シミュレーションによる机上検討や試作機を用いた実験評
価などを 4 週間取り組ませてもらいました．大学でやっていたこ
ととは違う分野の検討で苦労したのですが，指導者の方にフォロー
いただきながら，大学とは違う実用化を見据えた研究開発を着実
に進めているという実感を得られたことが入社を志すきっかけに
なったと思います．NTT研究所と他社との大きな違いとして，メー
カのように個々の製品をつくるのではなく，誰もが使うインフラ
に携わることができる環境です．この影響力の大きな仕事に興味
を持ち，入社してから実際に幅広いシステムに活用できる研究開
発にいろいろ携わることができており，当時の感覚は間違ってい
なかったと思います．

またNTTアクセスサービスシステム研究所以外にも，NTTに
はさまざまな研究開発領域を持つ研究所があります．そこには多
様な領域の専門性を持つ人材が集っていて，これこそがNTT研
究所の最大の強みだと考えています．実際に私のブロックチェー
ンを用いた研究では，他の研究所の方からのアドバイスもいただ
きながら検討を進められたところもあり，その恩恵を強く感じて
います．

■最後に研究者・学生・ビジネスパートナーの方々へ向けてメッ
セージをお願いします．
私は日々の研究生活において，「成果を出すこと」をとても大

切にしています．一般的に研究開発は長いスパンでの取り組みと
なることが多く，日々の研究で多少遅れたとしても全体スケジュー
ルへの影響はあまりないように思えます．しかしこれが積み重な
ると，気付いたときには取り返しのつかない遅れにつながってし
まいます．そのため「いかに早く検討を進め，タイムリーに成果

を出していくか」ということを常に意識しながら取り組むことが
大切だと思っています．そして日々の研究開発ではロジカルな進
め方はもちろん大事ですが，最終的には気合いで自身を律して取
り組むことが，他に差をつける成果につながると考えています．

現在無線通信の分野は技術的にどんどん進化しており， 1 つの
無線通信システム・規格をとってもキャッチアップが難しいもの
になっているように思えます．さらに多様な無線通信システムが
日々続々と登場し複雑化もまた進んでいます．このように無線通
信は，今や至る所で日常的に使われ非常に便利になっている一方，
まだそのポテンシャルを十分に引き出せているわけではないよう
にも思います．

現在のネットワークは，人が使い方を考えてネットワークに合
わせることで構築・利用しています．これを「人がネットワーク
を意識せずに使いこなせるように」していくことが，そのポテンシャ
ルを最大限に活かすために大事だと考え日々研究を進めています．
私の研究がめざすゴールは「すべての無線通信システムがあたか
も 1 つのネットワークとして振る舞い，ネットワークを意識せず
に使っていける世界」の実現．これを達成するためには，多方面
の研究開発と実用化までの試行錯誤がまだまだ必要です．ぜひ多
くの方に仲間となっていただいて，多様な背景を持つ方々と協力
しながら新たな世界を切り拓いていきたいと願っています．

（今回はリモートにてインタビューを実施しました）
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デザインスタジオKOELがグッドデザイン賞を受賞した
「セミパブリックの課題を解決するデザイン」
NTTコミュニケーションズのデザインスタジオ「KOEL」が2023年度のグッドデザイン賞を受賞しました．評価されたのは「大
企業にてセミパブリック領域における課題解決を行う組織」としてのKOELの活動内容でした．ここでは，プロダクトやサービ
スではなく企業内の一組織が受賞に至った背景，心疾患患者の運動習慣獲得支援サービス「みえるリハビリ」デザイン事例から
KOELが手掛けたデザイン手法とキーワードである「セミパブリック」を解き明かします．

年々広がるグッドデザイン賞の評価対象

NTTコミュニケーションズ（NTT Com）のデザインスタジオ
「KOEL」は，設立から 4年目を迎え，インハウスデザイン組織と
して2023年度グッドデザイン賞を受賞しました（1）（図 1）．2020年，
NTT Com社内で人間中心のデザインや社内のデザイナー育成を
担うデザイン組織として，イノベーションセンターのデザイン部
門「KOEL」が誕生して以来，事業部との共創を通じてヘルスケ
アや教育分野などさまざまな領域における社会課題解決を推進し
てきました．ここまでの取り組みと，活動の成果をグッドデザイ
ン賞というかたちで評価していただくことができました．
グッドデザイン賞とは1957年創設の「グッドデザイン賞品選定
制度」を前進とした，日本で唯一の総合的なデザイン評価・推奨
の仕組みです．デザインによる暮らしの質の向上や，社会課題解
決や新たなテーマの発見にデザインを活かすことを目的に毎年実
施されており，これまでの受賞総数は約 5万件に上ります．
グッドデザイン賞の受賞対象といえば，車や家具，電化製品な

どの物理的な製品を想像される方も多いかもしれませんが，ITの
一般化に伴いWebサービスやスマートフォンアプリのようなデ
ジタルサービスも受賞の対象となっており，2022年はKOELがデ
ザイン支援を行ったNTT Comが提供するオンラインワークスペー
ス「NeWork®」も受賞しています．
さらに近年では，社会貢献活動をはじめとした「取り組みのデ
ザイン」も評価対象に含まれるようになり，2011年以降応募数も

急増しています．現在では有形・無形問わずあらゆるものが応募
対象として扱われており，KOELは「一般向けの取り組み・活動」
のカテゴリに応募し，今回の受賞に至りました．
グッドデザイン賞の受賞は，その対象が社会を導く良いデザイ

ンであることを周知し，認知度向上や販売促進，企業イメージの
向上などに貢献します．さらに受賞後は受賞のシンボルである「G
マーク」を利活用した販売促進活動が可能となります．企業の商
品プロモーションなどを通じて「Gマーク」を目にしたことがあ
る方も多いのではないでしょうか．
また受賞の利点は「受賞対象そのもの」に対する認知を向上さ
せるだけではありません．昨今のグッドデザイン賞ではその受賞
対象にまつわる社会課題を知らしめる場としても機能しています．
例えば2018年度のグッドデザイン大賞である「おてらおやつクラブ」
は日本国内における子どもたちの貧困状態や支援の不足に対し，
お寺への「お供え」を子どもたちに「おすそわけ」することで問
題の解決に寄与しようとする取り組みで，大賞受賞とともに大き
な反響を生みました．現在におけるグッドデザイン賞の受賞は，
事業の成果の 1つではなく，事業に対する認知を広げさらにより
大きな課題を解決するための過程の 1つになったといえるかもし
れません．

セミパブリックの課題をデザインで解決する

今回KOELが評価された点として「セミパブリック領域の課題
解決を行う組織」が挙げられます．KOELでは「セミパブリック」
という言葉を「公共とビジネスの中間の領域」と定義しています．
公共の支援だけではカバーしきれず，また企業も収益化が難しい
などの理由から参入ができないため，人の手による支援が届かな
い空白地帯となってしまうケースが日本の社会の中でも多く存在
しています．
セミパブリック領域では特有の複雑な背景があることも多いた
め，当事者の方たちへの丁寧なリサーチや，事情を踏まえた課題
解決が必要不可欠です．KOELはこれまで「まなびポケット」の
支援や，地方における課題を現地でリサーチを行うビジョンリサー
チのような，セミパブリックに関連したデザイン支援を行ってき
ました．

URL https://journal.ntt.co.jp/article/25003

DOI https://doi.org/10.60249/24023101

図 1　デザインスタジオKOELが2023年度グッドデザイン賞を受賞

NTTコミュニケーションズ
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ここからはKOELと同時にグッドデザイン賞を受賞した心疾患
患者の運動習慣獲得支援サービス「みえるリハビリ」（2）（図 2）
アプリのデザイン事例から，セミパブリック領域の課題解決の難
しさや，課題解決を推進するための「使われる」デザインを行う
うえで考慮したポイントを説明します．

心臓リハビリを巡る医療現場の課題

「みえるリハビリ」はNTT Comのスマートヘルスケア推進室
が主管となり開発され，2023年10月から提供が開始されました．
それに先駆け2023年 5 月に，横浜市との心疾患患者の自己リハビ
リモデル事業を開始しています．横浜市が取り組む「市内スポー
ツ施設等との連携」施策＊1と連携し「みえるリハビリ」を利用す
ることで，参加者は横浜市が連携するスポーツ施設や自宅で安心
して運動に取り組むことが可能となります（3）．
心疾患は日本人の死亡原因疾患の第 2位であり，特に心不全は

再発率・再入院率が高くなっています．その一方で研究により定
期的な運動などによる心臓リハビリテーションは心疾患の再発予
防に効果があると確認されていますが，退院後の外来心臓リハビ
リの実施率は約 7％と低く，その要因の 1つとして「リハビリ実
施施設が自宅近くにない」「通院することが困難」という課題が
存在します．
一方で日本の心臓リハビリの実施率は世界に比べ遅れていると

いうデータもあり，退院後の患者の運動リハビリの継続は，個人
のモチベーションや周囲のサポートの有無に委ねられてしまって
いるというのが現状です．そんな現在の日本の心臓リハビリは，
この課題に対して強い意識を持たれている，志の高い医療現場の
方々によって支えられています．それでも，業界全体ではこれら

の課題に対する認知が低い状態が続いています（4）．
このような「公共の支援が必要だが解決が難しく」さらに「ビ
ジネスサイドの介入も行うことができていない」状況こそ，セミ
パブリック領域の課題そのものといえます．この状況を改善する
べく，「みえるリハビリ」ではアプリを通じた心疾患患者の運動
習慣獲得を推進しています．そしてその状況をさらに推し進めて
いくためにKOELは心疾患患者へのリサーチや体験設計，アプリ
のUI（User Interface）デザインなどのデザイン支援に取り組み
ました．

「使われ続ける」サービスを実現するためのリ
サーチ

「みえるリハビリ」では，hitoe®＊ 2というNTTと東レが開発し
た機能素材とセンサを組み合わせて測定したバイタルデータに基
づく分析を行います．センサで取得したデータから運動時のリア
ルタイムの運動強度（METs）を測定し，運動処方箋に記載され
た目標値と照らし合わせることで，通院することなく安心して自
己リハビリに取り組める機能を実現しています（図 3）． 
しかしこのような優れた仕組みは，患者の方が主体的に使用し
てこそ効果を発揮するものです．KOELがサービスやアプリのデ
ザイン支援を行ううえで理想と考えているのが「使わせるのでは
なく，使われる」デザインです．サービス提供側の誘導や，イン
センティブを与えることで「使わせる」のではなく，ユーザが自
発的・主体的に「使おう」と思ってもらえる品質を実現する．そ
れがサービスのビジネス成長への貢献につながり，セミパブリッ
ク領域の課題解決に寄与することだと考えています．
今回，「みえるリハビリ」デザイン支援では，「使われる」=心
疾患患者の運動習慣獲得を実現するためのユーザリサーチや体験
設計と，日常的にストレスなく使用することのできるUI制作を
行うプロジェクトが立ち上がりました．

図 2　心疾患患者の運動習慣獲得支援サービス「みえるリハビリ」

図 3　「みえるリハビリ」ではhitoeⓇを通じ運動データを収集する

＊1  横浜市では，心筋梗塞などの心血管疾患を発症した患者さんが，保険
診療の治療後にも自身が主体となって，自身の状況に合わせた運動の
継続などに取り組んでいただけるよう環境整備，啓発に取り組んでい
ます．「心臓リハビリテーション強化指定病院」を指定し，地域連携体
制の構築を進め，地域の身近な場所で患者さんが安全に運動継続でき
るよう，市内18区のスポーツセンターをはじめとした20の市民利用施設
の指定管理者および2社の民間スポーツジムとそれぞれ連携協定を締
結しました．

＊2  hitoe®：体の発する微弱な電気を読み取ることのできる特殊素材で，非
金属素材でありながら生体信号を高感度に検出できます．
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リサーチから作成するカスタマージャーニーマップ

まず医師から運動習慣の指導を受けている方々，計17名へリサー
チを実施しました．運動への向き合い方や感情についてデプスイ
ンタビューを行い，運動習慣形成のモチベーションや阻害要因と
なる要素をインサイトとして抽出しました．
次に，運動への向き合い方を軸に「どうせ運動するなら効率的

に行いたい」「運動の意義は理解しているが仕方なく運動している」
など 3つのアーキタイプ（原型）を作成しました．アーキタイプ
ごとに習慣化できる・できないパターンにそれぞれ整理 し，カス
タマージャーニーマップを作成しました（図 4）．カスタマージャー
ニーマップでは医師からの指導を背景とした運動体験の中で「み
えるリハビリ」との接点と，アプリの各機能やUIを通じ患者に
伝えるべき情報を整理し，その中で「みえるリハビリ」に新たに
実装が必要な機能や懸念点を洗い出します．
例えば運動継続が苦手なアーキタイプの共通点として挙げられ

るのが，通院直後は高かった運動へのモチベーションが時間とと
もに低下してしまうことです．通院のみがトリガーとなり，モチベー
ションに波が生まれる状態では安定した運動機会を生み出すこと
ができません．それを防ぐために通院以外でモチベーションを維
持できるような体験が必要だということが分かります．そこで「み
えるリハビリ」では運動目標の達成状況に応じてメッセージを送
ることで，運動の意欲を上げるきっかけを増やすことにしました．
また，体調が改善してくると運動のモチベーションが下がって

くる，という傾向もみえてきました．正しい知識を得ることから
前向きなモチベーションを生み出すために，アプリ上で運動の重
要性の啓発や，運動の中断による病気への影響などを豆知識とし
て表示することにしました．
このように人間中心設計を行うためにも実際のユーザに対する

リサーチは欠かせないものです．そしてカスタマージャーニーマッ

プを作成することでユーザ目線の課題を洗い出すだけでなく，デ
ザインと開発側が同じ目線で体験を実装するうえでの共通の指針
として機能します．

誰にでも使いやすいUIデザインを実現する

体験設計を基に，アプリ上に実装するUIをデザインします．
心疾患患者は高齢の方が多いこともあるため，文字サイズや色の
視認性を高めることだけでなく，丁寧な誘導を心掛けました．当
初の「みえるリハビリ」はウェアラブルデバイスを用いる特性上，
機器との接続設定などのオンボーディングが複雑になっていまし
た．プログレスバーを表示し進捗を表示，さらに次の手順の操作
を前もって予告・説明することでオンボーディングでの離脱を防
いでいます．
スマートフォンの操作に慣れている人にとっては「OS標準の
当たり前の挙動」だったとしても，ユーザにとっては当たり前で
はないこともあり得ます．例えばスマートフォンに慣れていない
方にとっては，通知許可など唐突に表示されるシステム側のダイ
アログに対し不安を感じることが予想されます．ユーザにとって
の「突然のできごと」にならないよう，事前にダイアログ表示の
予告と操作手順をあらかじめ説明する画面を加えました（図 5）． 
さらに運動の結果を可視化するウォークラリー画面では，運動
後の達成感や運動の楽しさを感じてもらうために，運動の可視化
を数字やグラフだけで表現すだけでなく，軽やかな水彩タッチの
イラストを配置し息抜き・リラックスができるページにしています．
運動を行っている理想的な状態をイメージしてもらい，運動に対
するモチベーションを高める効果を考えれば，これらの施策はた
だの装飾ではなく，目的を達成するためのデザインの一環である
ことを感じていただけるのではないでしょうか．
ここまで説明したデザイン施策はあくまでアプリ改善の一例で

図 4　hitoeⓇを利用するユーザのカスタマージャーニーマップの一部
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すが，最終的にKOELは400以上の画面デザインの制作・改善を
行っています．

前向きに運動に向き合える世界観をグラフィッ
クで表現する

アプリを利用してもらううえでデザインが必要なのはUIに限
りません．サービスロゴやアプリアイコンや，プレスリリースや
資料などで使用されるイラストなどのグラフィックの制作も
KOELが担当し，「みえるリハビリ」の世界観の統一を図ってい
ます．
「心疾患患者の誰もが運動をしたくなるような世界観」をイメー
ジし，色味はニュートラルな色味かつ健康的で前向きなイメージ
を感じさせるグリーンに．イラストは人物の体型や表情を細かく
調節し多様な年齢の方が見ても違和感がなく，運動を行う若々し
さが感じられるようデザインしました．
また，ロゴのカラーや最小サイズ，使用禁止例などを細かく制
定した20ページのガイドラインも作成しています（図 6）．将来
的にさまざまな方が運営にかかわることになることが考えられる
サービスにおいて，どのような方が制作に携わっても同じ世界観・
同じクオリティのアウトプットが行えるようにすることもまた
KOELがデザイン支援を担ううえでの大切な役割になります．デ
ザインとは，デザイナーだけが触れるものではなく，事業にかか
わる方々であればどこかで必ず触れることになるものです．事業
にかかわる皆さんにデザインの意図を理解いただき，組織全体で
サービスを 1つのブランドとして成長させることもKOELのデザ
イン支援に含まれています．

組織内の知識を掛け合わせセミパブリックの課
題を解決する

ここで改めてお伝えしたいのは「みえるリハビリ」はNTT 
Comスマートヘルスケア推進室の心臓リハビリ分野における専
門的な知識や，心臓リハビリに携わっている医療現場の方々との

つながりが結実し実現したサービスであるということです．今回
のプロジェクトでKOELが行ったことはデザインの技術を通じ，
スマートヘルスケア推進室の皆さんの想いを「心疾患患者の皆さ
んに主体的に利用していただけるサービス」としてかたちにする
ための後押しです．
ここまで説明したとおり，セミパブリックの問題解決には多様
な人々に寄り添う公共性と持続可能なビジネスの両立が必要にな
ります．事業ドメインに対する深い知識，利用者の実態に即した
体験を行う人間中心設計，迅速にかたちにする開発力，社内のよ
り多くの人の知識を掛け合わせなければこういった難問を解くこ
とはできないでしょう．
今回KOELがグッドデザイン賞において評価いただいた点の 1

つが「巨大な企業内部からのデザインマインドの醸成」です．社
内ノンデザイナーに向けたデザイン理解浸透や育成プログラムの
実施からデザイン関連人材・約600名を輩出しており，KOELの
人員規模も発足後 3年で約 3倍に成長しています．
そしてNTTグループは日本社会における多様な社会インフラ

を支える，公共性と企業性の両立が使命として求められている会
社であり，その広さ故にセミパブリック領域にもっとも近い組織
ともいえます．KOELは今後もNTTグループ内のデザイン組織と
して，組織全体でのセミパブリック領域の課題解決力を高めるた
めの活動を続けていきたいと思います．
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図 5　オンボーディングでの離脱を防ぐためのUI面での工夫

図 6　カラーやロゴの利用方法を示したガイドラインの一部
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